
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮崎裕喜

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3612

事務事業名 4250 教育委員会運営費

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100101 教育費・教育総務費・教育委員会費
科目

事業 010000 教育委員会運営費

事業目的 事業概要・効果 

教育行政に民意を反映させ、子どもたちや市民に豊か 月１回の定例教育委員会及び臨時教育委員会を開催し

な教育を施すため、教育員会の円滑な運営を図る。 、教育委員会の円滑な運営を図り、教育行政の進展に

寄与する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

月１回の定例教育委員会開催 月１回の定

内

例教育委員会開催

臨時

部

教育委員会開催 臨時教

評

育委員会開催

令和 9

価

年度　予定 令和10年

【

度　予定

令和11年度

二

　予定 令和12年度　

次

予定

】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 3,605 3,857

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.3 0.3
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,440.6 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 1,399.8 1,399.8

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 3,075.6 3,075.6

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 6,680.6 6,932.6

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

全国規模の小・中・高等学校競技会・発表会出場激励金54
7節  報償費 54

消耗品費6
10

内

節 需用費 6

12節 

部

委託費 0

14節 工事

評

請負費 0

県都市教育委

価

員会連絡協議会負担金

【

 ほか170
18節 

二

負担金補助及び交付金

次

170

教育委員報酬3

】

,264ほか111
そ

2

の他 3,375

頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,605 3,857

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財



委

果を落とさずにコスト

託

を削減する方法はある

費

か

効 率 性 ・効率性

1

向上に努めているか 変

4

わらない

・使用料など

節

の受益者負担や補助対

 

象事業の範囲など、財

工

源確保の余地はないか

事

概ね効率的に運用して

請

いる

評   価

コメン

負

ト

振り返り（決算年度

費

の取組み課題）

教育委

1

員会、総合教育会議を

8

円滑に開催し、教育行

節

政の進展を図った。第

 

３次教育大綱を策定し

負

た。

担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

小・中・高等学校競技

令

会・発表会出場選手激

和

励金110
7節  報

 

償費 110

消耗品6
1

8

0節 需用費 6

12節

年

 委託費 0

14節 工

度

事請負費 0

県都市教育

当

委員会連絡協議会負担

初

金　ほか184
18節

予

 負担金補助及び交付

算

金 184

委員等報酬3

　

,264ほか293
そ

事

の他 3,557
 

ＣＨ

業

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

費

価観点 評価内容

・市民

の

の生命・財産を守るた

内

め市が実施することが

訳

必要不可欠な事業であ

主

るか

・行政内部の管理

な

運営上必要な事業であ

節

るか

必 要 性 ・市が

金

主体となり実施すべき

額

事業か 必要不可欠

・法

内

的な根拠や公的関与の

容

妥当性はあるか

・目的

7

は結果（施策の目指す

節

理想）に結びついてい

 

るか

地方教育行政の根

 

幹をなす事業であり必

報

要

評   価

コメント

償

・事業の成果は上がっ

費

ているか

・目標に対す

1

る達成度は十分か

有 

0

効 性 ・市民生活上の

節

課題解決に貢献してい

 

るか 大変有効

・行政内

需

部の管理上の課題解決

用

に貢献しているか

・事

費

業の目的が達成できる

1

ような事業内容になっ

2

ているか

制度を維持す

節

るために必要な事業

評

 

   価

コメント

・成



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、 法に基づいて教育委員会の運営を行ってい

内

る。2025年

教育委

部

員会を円滑に運営して

評

教育行政の進展を図っ

価

た 度は、市総合計画後

【

期基本計画の策定に合

二

わせて教育

。 大綱の見

次

直しを行い、第3次教

】

育大綱をまとめた。教

4

育委員が学校現場や保

頁

育現場を訪問する機会

Ａ

を増やし

ている。

外部

Ｃ

評価

次年度以降の方向

Ｔ

性

外部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 安川尚義

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3618

事務事業名 4253 教育奨励事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100103 教育費・教育総務費・教育奨励費
科目

事業 010000 教育奨励事業

事業目的 事業概要・効果 

地域に開かれた特色ある教育・学校づくりや、学校・ 各小・中・支援学校における特色ある教育・学校づく

家庭・地域が、それぞれ果たす役割を自覚し、ともに り推進事業及び学校運営委員会制度により、地域に開

連携し、子どもたちの「生きる力」を育み、将来を見 かれた学校づくり、心豊かでたくましく、国際的視野

据えて、育て合い・生き合

内

う教育を推進する。 も

部

ち、主体性ある人材育

評

成が一層進むとともに

価

、総合

学習への積極的

【

な取り組みを行う。

Ｐ

二

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

次

及び予定

令和 7年度

】

　実績 令和 8年度　

1

予定

各小・中・支援学

頁

校における特色ある教

令

育・学校づく

り推進事

和

業及び学校運営委員会

　

制度により、地域に開

８

かれた学校づくり、心

年

豊かでたくましく、国

度

際的視野

をもち、主体

　

性ある人材育成が一層

行

進むとともに、総

合学

政

習への積極的な取り組

評

みを行う

令和 9年度

価

　予定 令和10年度　

事

予定

令和11年度　予

業

定 令和12年度　予定

別シート

実計対象 評価対象



1,387 1,221

一般財源 20,492 23,084

正規職員 0.7 0.7
人員数

会計年度（フル） 0.3 0.3
（人）

会計年度（パート） 1.0 1.0

正規職員 5,042.1 5,042.1

人　員 会計年度（フル） 1,399.8 1,399.8

コスト 会計年度（パート） 2,352.0 2,352.0

計 8,793.9 8,793.9

市民一人当たりの経費 0.6 0.6

総額 31,349.9 33,098.9

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

自然体験学習看護師及び登山インストラクター謝

内

礼ほか220
7節  

部

報償費 220

10節 

評

需用費 0

水泳授業イン

価

ストラクター派遣17

【

87
12節 委託費 1

二

,787

14節 工事

次

請負費 0

特色ある教育

】

・学校づくり推進事業

2

負担金6,080、自

頁

然体験学習宿泊費負
1

指

8節 負担金補助及び

 

交付金 13,317
担

標

金2,502、スキー

 

教室負担金1,020

名

　ほか3,715

旅費

算

66、手数料22、使

　

用料及び賃借料4,9

　

26、その他2,21

式

8
その他 7,232

単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 なし

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 22,556 24,305

国庫支出金 677 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他



委

か

・目標に対する達成

託

度は十分か

有 効 性

費

・市民生活上の課題解

1

決に貢献しているか 有

4

効

・行政内部の管理上

節

の課題解決に貢献して

 

いるか

・事業の目的が

工

達成できるような事業

事

内容になっているか

学

請

校の裁量で使える事業

負

費があることで学校の

費

特性に合わせた事業が

1

可能になり、より高い

8

効果が期待できる

評 

節

  価

コメント

・成果

 

を落とさずにコストを

負

削減する方法はあるか

担

効 率 性 ・効率性向

金

上に努めているか やや

補

向上

・使用料などの受

助

益者負担や補助対象事

及

業の範囲など、財源確

び

保の余地はないか

各学

交

校が共通して行う事業

付

は市が予算を確保して

金

、直接発注にすること

そ

により効率的に経費を

の

抑えながら実施

できる

他

評   価

コメント

振

Ｃ

り返り（決算年度の取

Ｈ

組み課題）

限られた財

Ｅ

源の中で事業の選択と

Ｃ

集中を検討した。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

自然体験学習看護師及

令

び登山インストラクタ

和

ー謝礼290
7節  

 

報償費 290

消耗品5

8

　食糧費10　
10節

年

 需用費 15

水泳授業

度

インストラクター派遣

当

1,787
12節 委

初

託費 1,787

14節

予

 工事請負費 0

特色あ

算

る教育・学校づくり推

　

進事業負担金5,31

事

0、自然体験学習宿泊

業

費負
18節 負担金補

費

助及び交付金 9,83

の

2
担金2,400、ほ

内

か2,122

社会見学

訳

等自動車借上料4,2

主

10、自然体験学習バ

な

ス借上料4,282、

節

親善音楽
その他 12,

金

381
会バス借り上げ

額

料1,500　ほか2

内

,389

ＣＨＥＣＫ

個

容

別評価

項目 評価観点 評

7

価内容

・市民の生命・

節

財産を守るため市が実

 

施することが必要不可

 

欠な事業であるか

・行

報

政内部の管理運営上必

償

要な事業であるか

必 

費

要 性 ・市が主体とな

1

り実施すべき事業か 高

0

い

・法的な根拠や公的

節

関与の妥当性はあるか

 

・目的は結果（施策の

需

目指す理想）に結びつ

用

いているか

各学校が工

費

夫を凝らして特色ある

1

学校づくりをするため

2

には事業費が必要

評 

節

  価

コメント

・事業

 

の成果は上がっている



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

限られた財源の中で、学校教育事業全体の中で優先順 須坂市が大切にしてきた教育や、新たなチャ

内

レンジを

位つけて実施

部

可否・縮小を判断して

評

いく。 、この事業の中

価

で実現している。財政

【

状況が厳しい中

特色あ

二

る教育・学校づくりを

次

学校・家庭・地域が連

】

携 で、事業の見直しを

4

せざる得ないが、単な

頁

る見直しで

して推進す

Ａ

る。 はなく、これまで

Ｃ

大切にしてきた教育の

Ｔ

本質を未来に

つなげる

Ｉ

見直しとする。

外部評

Ｏ

価

次年度以降の方向性

Ｎ

外部評価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4255 教育支援事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100103 教育費・教育総務費・教育奨励費
科目

事業 020000 教育支援事業

事業目的 事業概要・効果 

　須坂市教育支援委員会条例に基づき、心身に障がい 教育支援委員会の体制整備

のある児童及び生徒の適切な就学を図る。 ①教育支援委員会の開催

②校内教育支援委員会の開催

③特別支援教育コーディネーター等連絡会全体会の開

　催

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

様々な特性を持つ児童生徒の適切な就学

内

を図るため、 様々な特

部

性を持つ児童生徒の適

評

切な就学を図るため、

価

教育支援委員会で判断

【

を行った。 教育支援委

二

員会で一人ひとり慎重

次

に判断を行う。

令和 

】

9年度　予定 令和10

1

年度　予定

令和11年

頁

度　予定 令和12年度

令

　予定

和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



32 1,028

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.1 0.1
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 720.3 720.3

人　員 会計年度（フル） 466.6 466.6

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 1,186.9 1,186.9

市民一人当たりの経費 0.0 0.0

総額 1,918.9 2,214.9

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

研修会講師謝礼10、特別支援学校訪問謝礼15
7節  報償費 25

消耗品費（検査用紙代）175、食料費12
10節 需用費 1

内

87

12節 委託費 0

部

14節 工事請負費 0

評

18節 負担金補助及

価

び交付金 0

教育支援委

【

員会委員報酬504、

二

費用弁償16
その他 5

次

20
 

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 732 1,028

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 7



委

ト

・成果を落とさずに

託

コストを削減する方法

費

はあるか

効 率 性 ・

1

効率性向上に努めてい

4

るか 変わらない

・使用

節

料などの受益者負担や

 

補助対象事業の範囲な

工

ど、財源確保の余地は

事

ないか

相談数の増加に

請

よる検査等の費用増加

負

評   価

コメント

振

費

り返り（決算年度の取

1

組み課題）

131人の

8

学びの場の判断を実施

節

した。

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

研修会講師謝礼20、

令

特別支援学校訪問謝礼

和

14
7節  報償費 3

 

4

消耗品費（検査用紙

8

代）338、食料費1

年

3
10節 需用費 35

度

1

12節 委託費 0

1

当

4節 工事請負費 0

1

初

8節 負担金補助及び

予

交付金 0

教育支援委員

算

会委員謝礼624、費

　

用弁償19
その他 64

事

3

ＣＨＥＣＫ

個別評価

業

項目 評価観点 評価内容

費

・市民の生命・財産を

の

守るため市が実施する

内

ことが必要不可欠な事

訳

業であるか

・行政内部

主

の管理運営上必要な事

な

業であるか

必 要 性

節

・市が主体となり実施

金

すべき事業か 必要不可

額

欠

・法的な根拠や公的

内

関与の妥当性はあるか

容

・目的は結果（施策の

7

目指す理想）に結びつ

節

いているか

131人の

 

学びの場の判断を実施

 

した。

評   価

コメ

報

ント

・事業の成果は上

償

がっているか

・目標に

費

対する達成度は十分か

1

有 効 性 ・市民生活

0

上の課題解決に貢献し

節

ているか 有効

・行政内

 

部の管理上の課題解決

需

に貢献しているか

・事

用

業の目的が達成できる

費

ような事業内容になっ

1

ているか

一人ひとりに

2

合った学びの場となる

節

よう慎重に判断してい

 

る。

評   価

コメン



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

児童生徒の将来に関わる判断をするため、慎重に事務 対象となる児童生徒数が年々増加し、発達検

内

査に関す

を進める。会

部

議時間の短縮等、先生

評

や委員の負担を減 る事

価

務や保護者との調整、

【

検討シートの作成、校

二

内検

らす検討を行って

次

いく。 討委員会、市検

】

討委員会の開催など、

4

業務量が増大し

ている

頁

。児童生徒の将来に関

Ａ

する判断のため、引き

Ｃ

続

き慎重に検討してい

Ｔ

く。

外部評価

次年度以

Ｉ

降の方向性

外部評価コ

Ｏ

メント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4256 不登校児童生徒支援事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100103 教育費・教育総務費・教育奨励費
科目

事業 030000 不登校児童生徒支援事業

事業目的 事業概要・効果 

　不登校や学級不適応などの児童生徒に対応するため 　不登校や学校を休みがちな児童生徒、学級に入れな

、不登校児童生徒支援員等を配置する。また指導主事 い児童生徒に対し、相談を受けたり、学習室や相談室

等が学校と連携し、問題解決に努める。 などにおける支援を行い、不登校や学級不適応の原因

の究明、児童生徒

内

の安心できる居場所づ

部

くりを行う等

、学校内

評

・家庭と連携しながら

価

、学校への登校、学級

【

への復帰を図る。

ＰＬ

二

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

次

び予定

令和 7年度　

】

実績 令和 8年度　予

1

定

不登校児童生徒支援

頁

員等を配置。 不登校や

令

、学級不適応などの児

和

童生徒に対応するため

　

指導主事等が学校と連

８

携し、問題解決に努め

年

た。 、不登校児童生徒

度

支援員等を配置する。

　

また指導主事

等が学校

行

と連携し、問題解決に

政

努める。

令和 9年度

評

　予定 令和10年度　

価

予定

令和11年度　予

事

定 令和12年度　予定

業別シート

実計対象 評価対象



財源 36,250 37,572

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.5 0.5
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 720.3 720.3

人　員 会計年度（フル） 2,333.0 2,333.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 3,288.5 3,288.5

市民一人当たりの経費 0.8 0.8

総額 39,538.5 40,860.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

教育支援センター支援員謝礼418
7節  報償費 418

教育支援センター消耗品88
10節

内

 需用費 88
 

12節

部

 委託費 0

14節 工

評

事請負費 0

フリースク

価

ール利用料補助金59

【

7
18節 負担金補助

二

及び交付金 597

報酬

次

1,878、給料16

】

,447、職員手当等

2

7,455、共済費4

頁

,991、旅費96、

指

通信
その他 35,14

 

7
運搬費36、手数料

標

3,309、備品購入

 

費935

名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 36,250 37,572

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般



委

できるような事業内容

託

になっているか

教育支

費

援センターに通所して

1

いる児童生徒が元の教

4

室に戻れたり、やりた

節

いことを見つけられた

 

りしている

複数の居場

工

所や相談できる大人が

事

いることは、悩みがあ

請

る児童生徒にとって有

負

効
評   価

コメント

費

・成果を落とさずにコ

1

ストを削減する方法は

8

あるか

効 率 性 ・効

節

率性向上に努めている

 

か 変わらない

・使用料

負

などの受益者負担や補

担

助対象事業の範囲など

金

、財源確保の余地はな

補

いか

教育支援センター

助

の充実の必要性からコ

及

スト増加

評   価

コ

び

メント

振り返り（決算

交

年度の取組み課題）

フ

付

リースクール利用料補

金

助金を新設して利用者

そ

へ補助を実施した。

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

教育支援センター支援

令

員謝礼900
7節  

和

報償費 900

教育支援

 

センター消耗品90　

8

10節 需用費 90
 

年

12節 委託費 0

14

度

節 工事請負費 0

フリ

当

ースクール利用料補助

初

金720
18節 負担

予

金補助及び交付金 72

算

0

報酬2,607、給

　

料16,468、職員

事

手当等7,817、共

業

済費5,355、旅費

費

128、通信
その他 3

の

5,862
運搬費36

内

、手数料3,451

Ｃ

訳

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

主

評価観点 評価内容

・市

な

民の生命・財産を守る

節

ため市が実施すること

金

が必要不可欠な事業で

額

あるか

・行政内部の管

内

理運営上必要な事業で

容

あるか

必 要 性 ・市

7

が主体となり実施すべ

節

き事業か 高い

・法的な

 

根拠や公的関与の妥当

 

性はあるか

・目的は結

報

果（施策の目指す理想

償

）に結びついているか

費

不登校児童生徒の居場

1

所と学びの保障につい

0

て実施した。

評   

節

価

コメント

・事業の成

 

果は上がっているか

・

需

目標に対する達成度は

用

十分か

有 効 性 ・市

費

民生活上の課題解決に

1

貢献しているか 有効

・

2

行政内部の管理上の課

節

題解決に貢献している

 

か

・事業の目的が達成



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

教育支援センターの環境改善を引き続き実施する。不 不登校児童生徒を単に学校や教室に戻すことの

内

みを目

登校児童生徒の

部

増加状況によって、支

評

援体制や教室を 指すの

価

ではなく、将来の社会

【

的自立を目指して、他

二

者

増やすことも検討し

次

ていく。 とつながり交

】

流できる居場所づくり

4

に力を入れている

。フ

頁

レンドリールームや校

Ａ

内教育支援センターの

Ｃ

環境

整備も進めている

Ｔ

。

外部評価

次年度以降

Ｉ

の方向性

外部評価コメ

Ｏ

ント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

への適切な指導等や、

規

保

「医療的ケア運営協

完

議会」を開催。 護者か

了

らの相談への対応等を

事

行う。「医療的ケア運

業

営

協議会」を開催し医

ゼ

ケア児の支援体制を構

ロ

築する。

令和 9年度

予

　予定 令和10年度　

算

予定

令和11年度　予

事

定 令和12年度　予定

業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4257 教育活動支援事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100103 教育費・教育総務費・教育奨励費
科目

事業 040000 教育活動支援事業

事業目的 事業概要・効果 

 小・中・支援学校において、きめ細かい行き届いた 　児童生徒支援員は、担任と連携しながら支援を必要

教育を行うため、児童生徒支援員及び外国籍児童生徒 とする児童生徒や学級全体への支援に当たり、個々に

支援員を配置し、指導主事は学校への指導や、保護者 寄り添ったきめ細かい支援を行う。

からの相談への対応等を行う。医療

内

的ケア児を支援す 　外

部

国籍児童生徒支援員は

評

、日本語の読み書きが

価

十分

るため「医療的ケ

【

ア運営協議会」を設置

二

する。 でない児童生徒

次

に対し、専門的な指導

】

と支援を行い、

授業の

1

補助や保護者との意思

頁

疎通を図る。指導主事

令

は

学校への巡回や学校

和

への指導、助言、また

　

保護者から

の相談等に

８

応じ、円滑な学校・学

年

級運営を図る。

 小学

度

校等における医療的ケ

　

ア児に関する総括的な

行

管

理体制を構築するた

政

め「医療的ケア運営協

評

議会」を開

催する。

Ｐ

価

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

事

及び予定

令和 7年度

業

　実績 令和 8年度　

別

予定

　児童生徒支援員

シ

及び外国籍児童生徒支

ー

援員を配置。 　児童生

ト

徒支援員及び外国籍児

実

童生徒支援員を配置し

計

指導主事により、学校

対

への適切な指導等や、

象

保護者か 、小・中・支

評

援学校において、きめ

価

細かい教育を行う

らの

対

相談への対応。 。また

象

指導主事により、学校



0 0

その他 4,721 1,800

一般財源 193,703 193,837

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 2.0 2.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,440.6 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 9,332.0 9,332.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 11,007.8 11,007.8

市民一人当たりの経費 4.0 4.0

総額 209,944.8 206,988.8

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

外国籍児童生徒支援員謝礼6,0

内

16
7節  報償費 6

部

,016

10節 需用

評

費 0

子どもの生活・学

価

習支援事業委託486

【

、給食のペースト化事

二

業委託739
12節 

次

委託費 1,225

14

】

節 工事請負費 0

18

2

節 負担金補助及び交

頁

付金 0

児童生徒支援員

指

報酬98,945、給

 

料21,956、職員

標

手当等37,601、

 

共済費27,6
その他

名

191,696
65、

算

旅費1,898、通信

　

運搬費106、使用料

　

3,525

式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 198,937 195,981

国庫支出金 149 0

特 定 都道府県支出金 364 344

財 源 地方債



委

効

・行政内部の管理上

託

の課題解決に貢献して

費

いるか

・事業の目的が

1

達成できるような事業

4

内容になっているか

き

節

め細かい支援について

 

学校現場からも評価さ

工

れている

評   価

コ

事

メント

・成果を落とさ

請

ずにコストを削減する

負

方法はあるか

効 率 

費

性 ・効率性向上に努め

1

ているか やや向上

・使

8

用料などの受益者負担

節

や補助対象事業の範囲

 

など、財源確保の余地

負

はないか

日本語教室の

担

開室に合わせて、外国

金

籍児童生徒の支援体制

補

を見直すことができた

助

。

評   価

コメント

及

振り返り（決算年度の

び

取組み課題）

日本語教

交

室をベースに外国籍児

付

童生徒の支援体制を見

金

直した。

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

外国籍児童生徒支援員

令

謝礼4,229、医ケ

和

ア看護師謝礼300、

 

委員等謝礼65
7節 

8

 報償費 4,594

1

年

0節 需用費 0

子ども

度

の生活・学習支援事業

当

委託460、給食ペー

初

スト化委託903
12

予

節 委託費 1,363

算

14節 工事請負費 0

　

18節 負担金補助及

事

び交付金 0

児童生徒支

業

援員報酬104,45

費

1、給料16,116

の

、職員手当等37,3

内

51、共済費26,
そ

訳

の他 190,024
7

主

20、旅費1,750

な

、通信運搬費111、

節

使用料3,525

ＣＨ

金

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

額

価観点 評価内容

・市民

内

の生命・財産を守るた

容

め市が実施することが

7

必要不可欠な事業であ

節

るか

・行政内部の管理

 

運営上必要な事業であ

 

るか

必 要 性 ・市が

報

主体となり実施すべき

償

事業か 高い

・法的な根

費

拠や公的関与の妥当性

1

はあるか

・目的は結果

0

（施策の目指す理想）

節

に結びついているか

支

 

援が必要な児童生徒は

需

増加傾向にある。

評 

用

  価

コメント

・事業

費

の成果は上がっている

1

か

・目標に対する達成

2

度は十分か

有 効 性

節

・市民生活上の課題解

 

決に貢献しているか 有



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

増加傾向にある支援が必要な児童生徒に対応するため 発達に特性を持つ子や外国籍で日本語が苦手な

内

子、医

に必要な支援員

部

を配置し、円滑な学校

評

生活をサポート 療的ケ

価

アが必要な子など、学

【

校教育を受けるために

二

様

する。 々な支援を必

次

要とする児童生徒が増

】

えている。限られ

た予

4

算の中で支援員を確保

頁

するため、関係機関や

Ａ

団体

と連携していく。

Ｃ

外部評価

次年度以降の

Ｔ

方向性

外部評価コメン

Ｉ

ト

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮崎裕喜

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3612

事務事業名 4258 奨学金事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100103 教育費・教育総務費・教育奨励費
科目

事業 050000 奨学金事業

事業目的 事業概要・効果 

奨学金制度は、経済的理由のために修学が困難な学生 貸付金額

に経済的支援を行い、教育の機会均等を図ると共に、 高校生　公立・月額　10,000円以内

社会性に優れた人間を育成することを目的とする。 　　　　私立・月額　21,000円以内

高専生　月額　17,000円以内

 

大学生　国公立　自宅通学　　月額　26,000円以内

　　

内

　　　　　　自宅外通

部

学　月額　33,00

評

0円以内

　　　　私立

価

　　自宅通学　　月額

【

　36,000円以内

二

　　　　　　　　自宅

次

外通学　月額　50,

】

000円以内

 

ＰＬＡ

1

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

頁

予定

令和 7年度　実

令

績 令和 8年度　予定

和

高等学校及び高等専門

　

学校並びに大学に在学

８

又は進学 高等学校及び

年

高等専門学校並びに大

度

学に在学又は進学

する

　

者で、経済的理由によ

行

って修学が困難なもの

政

に対 する者で、経済的

評

理由によって修学が困

価

難なものに対

して奨学

事

金を貸与する。 して奨

業

学金を貸与する。

令和

別

 9年度　予定 令和1

シ

0年度　予定

令和11

ー

年度　予定 令和12年

ト

度　予定

実計対象 評価対象



7,964

一般財源 2 3

正規職員 0.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.2 0.2
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 933.2 933.2

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 933.2 933.2

市民一人当たりの経費 0.1 0.2

総額 7,045.2 8,900.2

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負費 0

18節 負担金補助及び交付金 0

奨学金貸付金4,140　他
そ

内

の他 6,112
 

部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,112 7,967

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 6,110



委

わらない

・使用料など

託

の受益者負担や補助対

費

象事業の範囲など、財

1

源確保の余地はないか

4

効率的に事務を執行節

節

している

評   価

コ

 

メント

振り返り（決算

工

年度の取組み課題）

市

事

報や市ホームページに

請

よる広報、高校への周

負

知を行った。

費

18節 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

8

金補助及び交付金 0

奨

年

学金貸付金6,000

度

 他
その他 7,967

当

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

初

目 評価観点 評価内容

・

予

市民の生命・財産を守

算

るため市が実施するこ

　

とが必要不可欠な事業

事

であるか

・行政内部の

業

管理運営上必要な事業

費

であるか

必 要 性 ・

の

市が主体となり実施す

内

べき事業か 高い

・法的

訳

な根拠や公的関与の妥

主

当性はあるか

・目的は

な

結果（施策の目指す理

節

想）に結びついている

金

か

修学が困難な学生に

額

経済的援助を行い、教

内

育の機会均等を図るた

容

めに必要

評   価

コ

7

メント

・事業の成果は

節

上がっているか

・目標

 

に対する達成度は十分

 

か

有 効 性 ・市民生

報

活上の課題解決に貢献

償

しているか 有効

・行政

費

内部の管理上の課題解

1

決に貢献しているか

・

0

事業の目的が達成でき

節

るような事業内容にな

 

っているか

社会性に優

需

れた人間を育成するこ

用

とを目的としている

評

費

   価

コメント

・成

1

果を落とさずにコスト

2

を削減する方法はある

節

か

効 率 性 ・効率性

 

向上に努めているか 変



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

制度のPRに努め、奨学金を必要としている生徒の利用 奨学金基金の原資をご寄付いただいた皆

内

様のご意思を

を促す。

部

学習意欲がありながら

評

経済的な理由等で修学

価

尊重し、学習意欲があ

【

りながら経済的な理由

二

で就学に

が困難な学生

次

を支援するため継続す

】

る必要がある。 困難を

4

抱えている学生を支援

頁

するために、持続可能

Ａ

な

制度として継続して

Ｃ

いく。

外部評価

次年度

Ｔ

以降の方向性

外部評価

Ｉ

コメント

ＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4295 教育相談事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100103 教育費・教育総務費・教育奨励費
科目

事業 060000 教育相談事業

事業目的 事業概要・効果 

　教育相談員、スクールカウンセラー、心の教室相談 　小学校に入学後、個別配慮・支援、継続観察が必要

員を配置し、児童・生徒の悩みについての問題解消に と思われる児童については、5歳児すこやか相談事業

努める。 から小学校へ引き継ぐとともに教育相談員の巡回を実

施。幼・保・小が連携し、一人ひとりの児童に寄り添

い継続支援を実施

内

する。

　スクールカウ

部

ンセラーや心の教室相

評

談等を配置し、

児童・

価

生徒の心の安定を図る

【

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

二

実績及び予定

令和 7

次

年度　実績 令和 8年

】

度　予定

教育相談員、

1

スクールカウンセラー

頁

、心の教室相談員 教育

令

相談員、スクールカウ

和

ンセラー、心の教室相

　

談員

を配置。 を配置し

８

、児童・生徒の悩みに

年

ついて、問題解消に努

度

める。

令和 9年度　

　

予定 令和10年度　予

行

定

令和11年度　予定

政

令和12年度　予定

評価事業別シート

実計対象 評価対象



般財源 6,889 7,056

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 720.3 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 955.5 955.5

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 7,865.5 8,025.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

スクールカウンセラー謝礼3,261、学校問題解決支援チーム会議委員謝礼3
7節  報償費 3,625

64

発達検査用紙の

内

購入175
10節 需

部

用費 175

12節 委

評

託費 0

14節 工事請

価

負費 0

18節 負担金

【

補助及び交付金 0

報酬

二

1,977、職員手当

次

等570、共済費42

】

0、旅費112、通信

2

運搬費31
その他 3,

頁

110

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 6,910 7,070

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 15 14

財 源 地方債 0 0

その他 6 0

一



委

なっているか

悩みを抱

託

えている児童生徒の不

費

安を取り除き、安心し

1

た学校生活を行うため

4

に有効

評   価

コメ

節

ント

・成果を落とさず

 

にコストを削減する方

工

法はあるか

効 率 性

事

・効率性向上に努めて

請

いるか 変わらない

・使

負

用料などの受益者負担

費

や補助対象事業の範囲

1

など、財源確保の余地

8

はないか

適正配置を行

節

っていく

評   価

コ

 

メント

振り返り（決算

負

年度の取組み課題）

相

担

談体制の継続した確保

金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

スクールカウンセラー

令

謝礼3,651、学校

和

問題解決支援チーム会

 

議委員謝礼1
7節  

8

報償費 3,807
56

年

発達検査用紙の購入2

度

05
10節 需用費 2

当

05

12節 委託費 0

初

14節 工事請負費 0

予

18節 負担金補助及

算

び交付金 0

報酬1,7

　

80、職員手当等52

事

0、共済費386、旅

業

費339、通信運搬費

費

33
その他 3,058

の

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

内

目 評価観点 評価内容

・

訳

市民の生命・財産を守

主

るため市が実施するこ

な

とが必要不可欠な事業

節

であるか

・行政内部の

金

管理運営上必要な事業

額

であるか

必 要 性 ・

内

市が主体となり実施す

容

べき事業か 高い

・法的

7

な根拠や公的関与の妥

節

当性はあるか

・目的は

 

結果（施策の目指す理

 

想）に結びついている

報

か

児童生徒、保護者、

償

教職員の相談業務は安

費

心した学校生活を送る

1

ために必要

評   価

0

コメント

・事業の成果

節

は上がっているか

・目

 

標に対する達成度は十

需

分か

有 効 性 ・市民

用

生活上の課題解決に貢

費

献しているか 有効

・行

1

政内部の管理上の課題

2

解決に貢献しているか

節

・事業の目的が達成で

 

きるような事業内容に



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー 教育相談、スクールカウンセラー、心の相談

内

員による

、学校が連携

部

し、関係各所への接続

評

など家庭への支援 相談

価

窓口と、スクールソー

【

シャルワーカーによる

二

福祉

も含めて必要な支

次

援を行う。 と連携した

】

支援を継続しつつ、新

4

たに須坂ユースセン

タ

頁

ーと連携し、年代の近

Ａ

いスタッフとの交流に

Ｃ

より、

悩み事の解消を

Ｔ

目指す。

外部評価

次年

Ｉ

度以降の方向性

外部評

Ｏ

価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 小泉　敦

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 9770 就学援助事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100103 教育費・教育総務費・教育奨励費
科目

事業 070000 就学援助事業

事業目的 事業概要・効果 

　経済的に苦慮している保護者に就学援助を行い、教 　要保護及び準要保護児童生徒の保護者に対し、就学

育の機会均等を図る。 援助費を支給することで、経済的負担の軽減を図る。

　特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者に対し、

就学奨励費を支給することで、経済的負担の軽減を図

る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績

内

令和 8年度　予定

就

部

学援助費及び就学奨励

評

費の支給。 保護者から

価

の申請に基づき適正な

【

認定作業を行い、就

学

二

援助費及び就学奨励費

次

を支給する。

令和 9

】

年度　予定 令和10年

1

度　予定

令和11年度

頁

　予定 令和12年度　

令

予定

和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0 0

その他 0 0

一般財源 35,211 66,653

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.6 0.6

正規職員 720.3 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 1,411.2 1,411.2

計 2,131.5 2,131.5

市民一人当たりの経費 0.7 1.4

総額 39,227.5 73,816.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

就学援助システム委託料80
12節 委託費 8

内

0
 

14節 工事請負

部

費 0

峰の原高原児童生

評

徒通学費負担金414

価

18節 負担金補助及

【

び交付金 414

通信運

二

搬費12、システム使

次

用料264、就学援助

】

費・特別支援教育就学

2

奨励
その他 36,60

頁

2
費36,326

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 37,096 71,685

国庫支出金 1,885 5,032

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債



委

きるような事業内容に

託

なっているか

保護者の

費

経済的負担の軽減

評 

1

  価

コメント

・成果

4

を落とさずにコストを

節

削減する方法はあるか

 

効 率 性 ・効率性向

工

上に努めているか 変わ

事

らない

・使用料などの

請

受益者負担や補助対象

負

事業の範囲など、財源

費

確保の余地はないか

制

1

度を公正・公平に運用

8

するため、慎重に事務

節

を進める必要がある

評

 

   価

コメント

振り

負

返り（決算年度の取組

担

み課題）

交付金による

金

給食費減額によって支

補

給額は例年より少なく

助

なった。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

就学援助

和

システム委託料80　

 

12節 委託費 80

1

8

4節 工事請負費 0

峰

年

の原高原児童生徒通学

度

費負担金341
18節

当

 負担金補助及び交付

初

金 341

システム使用

予

料264、就学援助費

算

・特別支援教育就学奨

　

励費71,000
その

事

他 71,264

ＣＨＥ

業

ＣＫ

個別評価

項目 評価

費

観点 評価内容

・市民の

の

生命・財産を守るため

内

市が実施することが必

訳

要不可欠な事業である

主

か

・行政内部の管理運

な

営上必要な事業である

節

か

必 要 性 ・市が主

金

体となり実施すべき事

額

業か 高い

・法的な根拠

内

や公的関与の妥当性は

容

あるか

・目的は結果（

7

施策の目指す理想）に

節

結びついているか

経済

 

的に苦慮している児童

 

生徒の保護者に就学援

報

助費、特別支援学級に

償

在籍する児童生徒の保

費

護者に就学奨励

を行い

1

、教育を受ける機会を

0

保障する。
評   価

節

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目

需

標に対する達成度は十

用

分か

有 効 性 ・市民

費

生活上の課題解決に貢

1

献しているか 有効

・行

2

政内部の管理上の課題

節

解決に貢献しているか

 

・事業の目的が達成で



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

学校教育法に基づき、制度を必要とする家庭を支援し 経済的に苦慮している家庭の教育負担を支

内

援し、教育

ていく。 の

部

機会均等を保障する。

評

小学校については給食

価

費の負

担軽減事業がス

【

タートしたが、その他

二

の援助単価を国

が値上

次

げしたため、支給額の

】

規模は例年並みを予定

4

し

ている。

外部評価

次

頁

年度以降の方向性

外部

Ａ

評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下　智史

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4261 小学校管理運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100201 教育費・小学校費・学校管理費
科目

事業 010000 小学校管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

小学校の維持管理や運営に要する経費で、教育環境の 小学校の維持管理

維持・整備を図る。 学校運営の円滑な実施

教育環境の維持管理

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

小学校の維持管理、学校運営に要する経費の支出、 小学校の維持管理、学校運営に要する経費の支出、

教育環境の維持・整

内

備 教育環境の維持・整

部

備

令和 9年度　予定

評

令和10年度　予定

令

価

和11年度　予定 令和

【

12年度　予定

二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



,452 1,096

一般財源 254,360 234,095

正規職員 0.4 0.4
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.2

正規職員 2,881.2 2,881.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 470.4 470.4

計 3,351.6 3,351.6

市民一人当たりの経費 5.0 4.6

総額 263,163.6 238,542.6

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品21,493、燃料費3,271、食料費6

内

1、印刷製本費343

部

、光熱水費（電気
10

評

節 需用費 126,0

価

23
・ガス・水道・下

【

水道使用料)66,2

二

27、修繕料34,6

次

28

電算委託料153

】

、施設管理委託料1,

2

640、保守点検委託

頁

料1,910
12節 

指

委託費 3,705

14

 

節 工事請負費 10,

標

993

教科研究費負担

 

金1,429、上田市

名

委託児童負担金5,3

算

51、統合型公務支援

　

シ
18節 負担金補助

　

及び交付金 11,72

式

2
ステム負担金4,9

単

42

報酬、職員手当、

位

共済費、土地借上料、

年

機器賃借料、備品購入

　

費など107,
その他

　

107,369
369

度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 259,812 235,191

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 5



委

ため必要不可欠

評  

託

 価

コメント

・事業の

費

成果は上がっているか

1

・目標に対する達成度

4

は十分か

有 効 性 ・

節

市民生活上の課題解決

 

に貢献しているか 大変

工

有効

・行政内部の管理

事

上の課題解決に貢献し

請

ているか

・事業の目的

負

が達成できるような事

費

業内容になっているか

1

小学校における教育環

8

境整備等、適正な管理

節

運営を行っている。

評

 

   価

コメント

・成

負

果を落とさずにコスト

担

を削減する方法はある

金

か

効 率 性 ・効率性

補

向上に努めているか や

助

や悪化

・使用料などの

及

受益者負担や補助対象

び

事業の範囲など、財源

交

確保の余地はないか

小

付

学校における教育環境

金

整備等、適正な管理運

そ

営を行い経費削減に努

の

めているが、児童数の

他

削減に対して老朽

化し

Ｃ

ている施設の修繕や光

Ｈ

熱水費が増加している

Ｅ

など、効率はやや悪化

Ｃ

している。
評   価

Ｋ

コメント

振り返り（決

個

算年度の取組み課題）

別

限られた財源の中で、

評

小学校における教育環

価

境整備等、適正な管理

項

運営を行うことができ

目

た。

評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

 
7節  報償費 0

消

令

耗品費19,000、

和

燃料費3,800、食

 

料費77、印刷製本費

8

243、光熱水費71

年

,0
10節 需用費 1

度

23,820
00、修

当

繕料29,700

教育

初

システム委託料203

予

、警備保障委託料1,

算

743、エレベータ等

　

保守点検委
12節 委

事

託費 4,040
託料2

業

,094

施設整備工事

費

2,000
14節 工

の

事請負費 2,000

教

内

科研究費負担金1,5

訳

19、上田市委託児童

主

負担金4,583、統

な

合型公務支援シ
18節

節

 負担金補助及び交付

金

金 10,963
ステム

額

負担金4,861

報酬

内

・職員手当、土地借上

容

げ料、機器賃借料等9

7

4,368
その他 94

節

,368

ＣＨＥＣＫ

個

 

別評価

項目 評価観点 評

 

価内容

・市民の生命・

報

財産を守るため市が実

償

施することが必要不可

費

欠な事業であるか

・行

1

政内部の管理運営上必

0

要な事業であるか

必 

節

要 性 ・市が主体とな

 

り実施すべき事業か 必

需

要不可欠

・法的な根拠

用

や公的関与の妥当性は

費

あるか

・目的は結果（

1

施策の目指す理想）に

2

結びついているか

小学

節

校における教育環境整

 

備等は学校活動継続の



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

小学校11校の管理運営に必要な事業であるが、校舎の 児童が安全に生活できるように施設の維

内

持管理を行っ

老朽化に

部

伴う修繕箇所と費用の

評

増加が顕著になってい

価

ているが、温暖化によ

【

るエアコン稼働時間の

二

増、光熱

る。将来の学

次

校編成も視野に入れな

】

がら管理運営を行 水費

4

の値上げ、老朽化によ

頁

る修繕個所の増加等の

Ａ

経費

い、財政方針に沿

Ｃ

った削減努力を行う。

Ｔ

増加要因が嵩み、限ら

Ｉ

れた予算の中では優先

Ｏ

順位を付

けて対応せざ

Ｎ

る得ない。

外部評価

次

１

年度以降の方向性

外部

次

評価コメント

評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 ■ ゼロ予算事業 □ 担当者 竹内一也

全体計画 経費区分 － 内線 3613

事務事業名 4262 小学校施設整備事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100201 教育費・小学校費・学校管理費
科目

事業 980000 小学校施設整備事業

事業目的 事業概要・効果 

学校施設の長寿命化や環境整備を行い、児童の安全確 児童が安全で快適に学校生活が送れるよう、学校施設

保や教育環境の改善を図る。 の危険箇所や傷みの著しい箇所を優先的に改修する。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

須坂小学校長寿命化工事

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　

内

予定 令和12年度　予

部

定

評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0

一般財源 12,529 0

正規職員 0.3 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 2,160.9 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 2,160.9 0.0

市民一人当たりの経費 4.2 0.0

総額 220,389.9 0.0

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

監理業務委託料5,720
12節 委託費 5,720

工事請負費212,509
14節 工事請負費 212

内

,509

18節 負担

部

金補助及び交付金 0

そ

評

の他 0

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 218,229 0

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 205,700



委

者負担や補助対象事業

託

の範囲など、財源確保

費

の余地はないか

施設の

1

状況を把握し、経年劣

4

化により危険な場所や

節

損傷の著しい場所を優

 

先して改修を行ってい

工

る。

評   価

コメン

事

ト

振り返り（決算年度

請

の取組み課題）

施設の

負

状況を把握する中で、

費

児童が安全で安心して

1

学校生活が送れるよう

8

、計画的に施設の整備

節

を実施した。

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

8

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か 必要

の

不可欠

・法的な根拠や

内

公的関与の妥当性はあ

訳

るか

・目的は結果（施

主

策の目指す理想）に結

な

びついているか

児童の

節

安心安全な学校生活を

金

保持するために必要不

額

可欠

評   価

コメン

内

ト

・事業の成果は上が

容

っているか

・目標に対

7

する達成度は十分か

有

節

 効 性 ・市民生活上

 

の課題解決に貢献して

 

いるか 大変有効

・行政

報

内部の管理上の課題解

償

決に貢献しているか

・

費

事業の目的が達成でき

1

るような事業内容にな

0

っているか

児童の安心

節

安全な学校生活を保持

 

するための施設整備を

需

行っている。

評   

用

価

コメント

・成果を落

費

とさずにコストを削減

1

する方法はあるか

効 

2

率 性 ・効率性向上に

節

努めているか 変わらな

 

い

・使用料などの受益



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 統合・終了 次年度以降の方向性 統合・終了

総合評価コメント ２次評価コメント

須坂小学校の低学年棟、昇降口棟の大規模修繕工事を 須坂小学校の低学年棟、昇降口棟の大規模修繕工事を

実施した。

内

実施し、雨漏り防止や

部

床の張替など、老朽化

評

した校舎

の改善ができ

価

た。須坂支援学校の職

【

員室を２階に移動

する

二

等、学校運営上の課題

次

に対する対応も行った

】

。

外部評価

次年度以降

4

の方向性

外部評価コメ

頁

ント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 竹内一也

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4263 小学校教育振興事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100202 教育費・小学校費・教育振興費
科目

事業 010000 小学校教育振興事業

事業目的 事業概要・効果 

教育効果を高めるための教材消耗・教材備品・学校 教育DX推進のため、主要教科のデジタル教科書及びデ

図書館の蔵書の整備を図る。 ジタル教材を導入及び主体的、対話的で深い学びを行

うための教材備品を整備する。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

教育効果を高めるための教材消耗・教

内

材備品・学校 教育効果

部

を高めるための教材消

評

耗・教材備品・学校

図

価

書館の蔵書の整備 図書

【

館の蔵書の整備

令和 

二

9年度　予定 令和10

次

年度　予定

令和11年

】

度　予定 令和12年度

1

　予定

頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



その他 3,000 0

一般財源 18,127 15,692

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,440.6 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 1,675.8 1,675.8

市民一人当たりの経費 0.5 0.4

総額 23,987.8 18,347.8

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

謝礼371
7節  報償費 371

消耗品費6,542
10節 需用費 6,54

内

2

12節 委託費 0

1

部

4節 工事請負費 0

1

評

8節 負担金補助及び

価

交付金 0

手数料2,2

【

86、備品購入費1,

二

405、教材備品購入

次

費1,712、図書購

】

入費3,997
その他

2

15,399
、使用料

頁

5,999

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 22,312 16,672

国庫支出金 1,185 980

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0



委

成果を落とさずにコス

託

トを削減する方法はあ

費

るか

効 率 性 ・効率

1

性向上に努めているか

4

変わらない

・使用料な

節

どの受益者負担や補助

 

対象事業の範囲など、

工

財源確保の余地はない

事

か

教育効果・効率性を

請

高めるため、各種教材

負

備品の整備を行ってい

費

る。

評   価

コメン

1

ト

振り返り（決算年度

8

の取組み課題）

教育効

節

果を高めるため、各種

 

教材備品の整備を行っ

負

た。

図書館教育充実の

担

ため、蔵書の整備を行

金

っている。

総合学力調

補

査を実施し、基礎・基

助

本学力の確認と今後の

及

指導方針のために活用

び

した。

交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼393
7節  報

令

償費 393

消耗品費5

和

,300
10節 需用

 

費 5,300

12節 

8

委託費 0

14節 工事

年

請負費 0

18節 負担

度

金補助及び交付金 0

手

当

数料・備品購入費・教

初

材備品購入費・図書購

予

入費等10,979
そ

算

の他 10,979

ＣＨ

　

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

事

価観点 評価内容

・市民

業

の生命・財産を守るた

費

め市が実施することが

の

必要不可欠な事業であ

内

るか

・行政内部の管理

訳

運営上必要な事業であ

主

るか

必 要 性 ・市が

な

主体となり実施すべき

節

事業か 必要不可欠

・法

金

的な根拠や公的関与の

額

妥当性はあるか

・目的

内

は結果（施策の目指す

容

理想）に結びついてい

7

るか

各種教材備品の整

節

備を行い、教育効果を

 

高めるため必要不可欠

 

評   価

コメント

・

報

事業の成果は上がって

償

いるか

・目標に対する

費

達成度は十分か

有 効

1

 性 ・市民生活上の課

0

題解決に貢献している

節

か 大変有効

・行政内部

 

の管理上の課題解決に

需

貢献しているか

・事業

用

の目的が達成できるよ

費

うな事業内容になって

1

いるか

教育効果を高め

2

るため、各種教材備品

節

の整備を行っている。

 

評   価

コメント

・



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

教育効果を高めるための各種教材備品の整備を行う。 予算の範囲内で教材消耗品や備品、図書を

内

整備してい

く。外部講

部

師による理科大好キッ

評

ズ育成事業は、市独

自

価

の特色ある教育として

【

継続していく。

外部評

二

価

次年度以降の方向性

次

外部評価コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 竹内一也

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4264 小学校情報教育事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100202 教育費・小学校費・教育振興費
科目

事業 020000 小学校情報教育事業

事業目的 事業概要・効果 

パソコン教室等の整備により、基本的な情報機器の操 小学校の教職員に貸与する校務用パソコンや教育用パ

作や調べもの学習での活用、情報化社会でのモラル教 ソコンの賃借及び通信環境の整備修繕等。

育等今後必要となる知識を学習できる。  

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

学校の教職員に

内

貸与する校務用パソコ

部

ンや授業で使用 学校の

評

教職員に貸与する校務

価

用パソコンや授業で使

【

用

するパソコン教室の

二

教育用パソコンの貸借

次

及び通信環 するパソコ

】

ン教室の教育用パソコ

1

ンの貸借及び通信環

境

頁

の整備修繕、学習用一

令

人一台端末の更新等 境

和

の整備修繕等

令和 9

　

年度　予定 令和10年

８

度　予定

令和11年度

年

　予定 令和12年度　

度

予定

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



0

その他 53,300 0

一般財源 106,145 118,847

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.4

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 940.8

計 2,160.9 3,101.7

市民一人当たりの経費 4.8 2.3

総額 249,605.9 121,948.7

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費436
10節 需用費 436

事務機器等保

内

守点検委託4,232

部

、情報教育支援業務委

評

託料11,217
12

価

節 委託費 15,44

【

9

14節 工事請負費

二

0

学習者用デジタル学

次

習ソフト導入支援事業

】

負担金2,828
18

2

節 負担金補助及び交

頁

付金 2,828

役務費

指

2,444、機器賃借

 

料等使用料及び賃借料

標

84,184、備品購

 

入費141,809
そ

名

の他 228,732
、

算

授業目的公衆送信補償

　

金295

　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 247,445 118,847

国庫支出金 88,000 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0



委

の適正維持・整備を図

託

り、情報教育をより一

費

層推進している。

評 

1

  価

コメント

・成果

4

を落とさずにコストを

節

削減する方法はあるか

 

効 率 性 ・効率性向

工

上に努めているか 変わ

事

らない

・使用料などの

請

受益者負担や補助対象

負

事業の範囲など、財源

費

確保の余地はないか

教

1

育用パソコンや校務用

8

パソコンの適正維持・

節

整備を図り、校務や授

 

業等において有効活用

負

している。

評   価

担

コメント

振り返り（決

金

算年度の取組み課題）

補

教育用パソコンや校務

助

用パソコンの適正維持

及

・整備を図った。

ネッ

び

トワーク機器整備、児

交

童生徒用端末の更新整

付

備を滞りなく実施でき

金

た。

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費482
10節 需

和

用費 482

事務機器保

 

守点検委託料514、

8

情報教育支援業務委託

年

料等16,051
12

度

節 委託費 16,56

当

5

14節 工事請負費

初

0

負担金2,925
1

予

8節 負担金補助及び

算

交付金 2,925

機器

　

賃借料・使用料96,

事

511、役務費・補償

業

料2,364
その他 9

費

8,875

ＣＨＥＣＫ

の

個別評価

項目 評価観点

内

評価内容

・市民の生命

訳

・財産を守るため市が

主

実施することが必要不

な

可欠な事業であるか

・

節

行政内部の管理運営上

金

必要な事業であるか

必

額

 要 性 ・市が主体と

内

なり実施すべき事業か

容

必要不可欠

・法的な根

7

拠や公的関与の妥当性

節

はあるか

・目的は結果

 

（施策の目指す理想）

 

に結びついているか

情

報

報教育の振興のために

償

必要

評   価

コメン

費

ト

・事業の成果は上が

1

っているか

・目標に対

0

する達成度は十分か

有

節

 効 性 ・市民生活上

 

の課題解決に貢献して

需

いるか 大変有効

・行政

用

内部の管理上の課題解

費

決に貢献しているか

・

1

事業の目的が達成でき

2

るような事業内容にな

節

っているか

教育用パソ

 

コンや校務用パソコン



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

情報通信環境を生かした学習を充実させ、情報教育の 一人一台端末の有効活用を進める。ただし

内

成長の段階

推進を図る

部

。 に応じて紙とデジタ

評

ルの使い分けを見極め

価

ていく。生

成AIにつ

【

いては、市独自のガイ

二

ドラインをまとめ、学

次

校現場や保護者の不安

】

の解消に努める。

外部

4

評価

次年度以降の方向

頁

性

外部評価コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下智史

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3612

事務事業名 6730 小学校国際化教育推進事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100202 教育費・小学校費・教育振興費
科目

事業 030000 小学校国際化教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

児童が外国語を通して、言語や文化について理解を深 児童が直接外国人に接し、言語や文化について体験的

め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度 に理解を深め、外国語の音声や基本的な表現に親しみ

を育んでいく。 ながらコミュニケーション能力を育てていけるように

役立てる。

市内の小学校5年生の全クラ

内

スにおいて、海外在住

部

者

（英語をネイティブ

評

の言語とする者）と、

価

英語を使っ

たオンライ

【

ン交流を行う。

ＰＬＡ

二

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

次

予定

令和 7年度　実

】

績 令和 8年度　予定

1

市内小学校へ、５・６

頁

年生に年28回、３・

令

４年生に年 市内小学校

和

へ外国語指導助手（A

　

LT）を派遣する。ま

８

15回、１・２年生に

年

年８回、外国語指導助

度

手（ALT） た、市内

　

の小学校5年生の全ク

行

ラスにおいて、海外在

政

を派遣する。また、市

評

内の小学校5年生の全

価

クラスに 住者と、英語

事

を使ったオンライン交

業

流を行う。

おいて、海

別

外在住者と、英語を使

シ

ったオンライン交流

を

ー

行う。

令和 9年度　

ト

予定 令和10年度　予

実

定

令和11年度　予定

計

令和12年度　予定

対象 評価対象



0

一般財源 11,018 11,677

正規職員 0.0 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.0

正規職員 0.0 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 470.4 0.0

計 470.4 720.3

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 12,192.4 12,397.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

英語指導助手委託料10,313、オンライン国際交流サポート業務委託料1,40
1

内

2節 委託費 11,7

部

22
9

14節 工事請

評

負費 0

18節 負担金

価

補助及び交付金 0

その

【

他 0

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 11,722 11,677

国庫支出金 704 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0



委

ション能力が育まれ

て

託

いる。
評   価

コメ

費

ント

・成果を落とさず

1

にコストを削減する方

4

法はあるか

効 率 性

節

・効率性向上に努めて

 

いるか 変わらない

・使

工

用料などの受益者負担

事

や補助対象事業の範囲

請

など、財源確保の余地

負

はないか

受託先との長

費

期継続契約や、プロポ

1

ーザル実施により、経

8

費の効率的な運用を図

節

っている。

評   価

 

コメント

振り返り（決

負

算年度の取組み課題）

担

児童が直接外国人に接

金

することで、言語や文

補

化の理解や、積極的な

助

コミュニケーション態

及

度を育めるよう事業を

び

進めた。

また、市内の

交

小学校５年生の全クラ

付

スにおいて、海外在住

金

者（英語をネイそティ

そ

ブ言語とする者）とオ

の

ンラインで交流し

英語

他

を使ってコミュニケー

Ｃ

ションをとった。

ＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

英語指導

和

助手委託料10,13

 

8、オンライン国際交

8

流サポート業務委託料

年

1,53
12節 委託

度

費 11,677
9

14

当

節 工事請負費 0

18

初

節 負担金補助及び交

予

付金 0

その他 0

ＣＨＥ

算

ＣＫ

個別評価

項目 評価

　

観点 評価内容

・市民の

事

生命・財産を守るため

業

市が実施することが必

費

要不可欠な事業である

の

か

・行政内部の管理運

内

営上必要な事業である

訳

か

必 要 性 ・市が主

主

体となり実施すべき事

な

業か 高い

・法的な根拠

節

や公的関与の妥当性は

金

あるか

・目的は結果（

額

施策の目指す理想）に

内

結びついているか

児童

容

が直接外国人に接し、

7

言語や文化について体

節

験的に理解を深めるた

 

めに必要不可欠

評  

 

 価

コメント

・事業の

報

成果は上がっているか

償

・目標に対する達成度

費

は十分か

有 効 性 ・

1

市民生活上の課題解決

0

に貢献しているか 大変

節

有効

・行政内部の管理

 

上の課題解決に貢献し

需

ているか

・事業の目的

用

が達成できるような事

費

業内容になっているか

1

児童が直接外国人に接

2

することで、外国語の

節

音声や基本的な表現に

 

親しみ、コミュニケー



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

児童が直接外国の方と接することで、普段の授業から ALTの授業参加で、英語に耳を慣れさせ

内

、聞き取る力

実践を意

部

識した学習でき、外国

評

語の音声や基本的な表

価

を育てる。また5年生

【

のオンライン国際交流

二

で、英語

現に親しむこ

次

とで英語力の向上にも

】

繋がる取り組みと が話

4

せると世界が広がる楽

頁

しさを体験してもらい

Ａ

、英

なっている。 語に

Ｃ

対する学習意欲を高め

Ｔ

ていく。

外部評価

次年

Ｉ

度以降の方向性

外部評

Ｏ

価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 竹内一也

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4267 中学校管理運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100301 教育費・中学校費・学校管理費
科目

事業 010000 中学校管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

中学校の維持管理運営に要する経費で、教育環境の維 中学校の維持管理運営に要する経費で、教育環境の維

持・整備を図る。 持・整備を図る。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

中学校の維持管理、学校運営に要する経費の支出、 中学校の維持管理、学校運営に要する経費の支出、

教育環境の維

内

持整備 教育環境の維持

部

整備

令和 9年度　予

評

定 令和10年度　予定

価

令和11年度　予定 令

【

和12年度　予定

二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



44

財 源 地方債 0 0

その他 6,231 5,695

一般財源 136,424 151,162

正規職員 0.5 1.7
人員数

会計年度（フル） 0.8 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.2

正規職員 3,601.5 12,245.1

人　員 会計年度（フル） 3,732.8 0.0

コスト 会計年度（パート） 470.4 470.4

計 7,804.7 12,715.5

市民一人当たりの経費 3.0 3.3

総額 156,475.7 172,260.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

謝礼2,355、卒業生

内

徒記念品外451
7節

部

  報償費 2,806

評

消耗品10,025、

価

燃料費2,496、食

【

料費25、印刷製本費

二

318、光熱水費（電

次

気
10節 需用費 64

】

,953
、ガス、水道

2

、下水道使用料)37

頁

,412、修繕料14

指

,677

電算委託料5

 

6、施設管理委託料5

標

96、保守点検委託料

 

等1,224
12節 

名

委託費 1,877

14

算

節 工事請負費 1,6

　

09

教科研究費負担金

　

976、上田市委託生

式

徒負担金1,031、

単

統合型公務支援シス
1

位

8節 負担金補助及び

年

交付金 3,930
テム

　

負担金1,923

報酬

　

、職員手当、共済費、

度

土地借上料、機器賃借

令

料、備品購入費など7

和

3,4
その他 73,4

 

96
96

8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 148,671 159,545

国庫支出金 925 1,344

特 定 都道府県支出金 5,091 1,3



委

ついているか

教育環境

託

整備等、学校の適正な

費

管理運営を行うために

1

必要不可欠

評   価

4

コメント

・事業の成果

節

は上がっているか

・目

 

標に対する達成度は十

工

分か

有 効 性 ・市民

事

生活上の課題解決に貢

請

献しているか 大変有効

負

・行政内部の管理上の

費

課題解決に貢献してい

1

るか

・事業の目的が達

8

成できるような事業内

節

容になっているか

教育

 

環境整備等、適正な管

負

理運営を行っている。

担

評   価

コメント

・

金

成果を落とさずにコス

補

トを削減する方法はあ

助

るか

効 率 性 ・効率

及

性向上に努めているか

び

やや悪化

・使用料など

交

の受益者負担や補助対

付

象事業の範囲など、財

金

源確保の余地はないか

そ

教育環境整備等、適正

の

な管理運営を行って経

他

費の削減に努めている

Ｃ

が、生徒数の減少に対

Ｈ

して老朽化している

施

Ｅ

設の修繕や光熱水費の

Ｃ

増加など、効率はやや

Ｋ

悪化してる。
評   

個

価

コメント

振り返り（

別

決算年度の取組み課題

評

）

中学校における教育

価

環境整備等の適正な管

項

理運営を行うことがで

目

きた。

評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

謝礼8,066、記念

令

品外494
7節  報

和

償費 8,560

消耗品

 

費10,000、燃料

8

費2,865、食料費

年

28、印刷製本費32

度

7、光熱水費41,5

当

10節 需用費 67,

初

720
00、修繕料1

予

3,000

教育システ

算

ム委託料74、警備保

　

障委託料634、施設

事

管理委託料・保守点検

業

12節 委託費 2,0

費

47
委託料等1,33

の

9

施設整備工事1,7

内

00
14節 工事請負

訳

費 1,700

教科研究

主

費負担金ほか1,02

な

9、上田市委託生徒負

節

担金3,724、統合

金

型公務支
18節 負担

額

金補助及び交付金 6,

内

676
援システム負担

容

金1,923

報酬、職

7

員手当、共済費、土地

節

借上料、機器賃借料、

 

備品購入費など72,

 

8
その他 72,842

報

42

ＣＨＥＣＫ

個別評

償

価

項目 評価観点 評価内

費

容

・市民の生命・財産

1

を守るため市が実施す

0

ることが必要不可欠な

節

事業であるか

・行政内

 

部の管理運営上必要な

需

事業であるか

必 要 

用

性 ・市が主体となり実

費

施すべき事業か 必要不

1

可欠

・法的な根拠や公

2

的関与の妥当性はある

節

か

・目的は結果（施策

 

の目指す理想）に結び



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

中学校4校の管理運営に必要な事業であるが、校舎の 生徒が安全に生活できるように施設の維持

内

管理を行っ

老朽化に伴

部

う修繕箇所と費用の増

評

加が顕著になってい て

価

いるが、温暖化による

【

エアコン稼働時間の増

二

、光熱

る。将来的な学

次

校編成も意識した管理

】

運営を行ってい 水費の

4

値上げ、老朽化による

頁

修繕個所の増加等の経

Ａ

費

く。 増加要因が嵩み

Ｃ

、限られた予算の中で

Ｔ

は優先順位を付

けて対

Ｉ

応せざる得ない。

外部

Ｏ

評価

次年度以降の方向

Ｎ

性

外部評価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下智史

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4269 中学校教育振興事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100302 教育費・中学校費・教育振興費
科目

事業 010000 中学校教育振興事業

事業目的 事業概要・効果 

教育効果を高めるための教材備品・学校図書館の蔵 教育DX推進のため、主要教科のデジタル教科書及びデ

書の整備を図る。 ジタル教材の導入及び主体的、対話的で深い学びを行

うための教材備品を整備する。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

教育効果を高めるための教材消耗・教材備品・学

内

校 教育効果を高めるた

部

めの教材消耗・教材備

評

品・学校

図書館の蔵書

価

の整備 図書館の蔵書の

【

整備

令和 9年度　予

二

定 令和10年度　予定

次

令和11年度　予定 令

】

和12年度　予定

1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



その他 1,900 0

一般財源 11,291 10,448

正規職員 0.2 0.2
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 1,440.6 1,440.6

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 1,675.8 1,675.8

市民一人当たりの経費 0.3 0.2

総額 15,917.8 12,603.8

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費3,263
10節 需用費 3,263

12節 委託

内

費 0

14節 工事請負

部

費 0

18節 負担金補

評

助及び交付金 0

手数料

価

2,474、備品購入

【

費5,895、使用料

二

2,610
その他 10

次

,979

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 14,242 10,928

国庫支出金 1,051 480

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0



委

コメント

・成果を落と

託

さずにコストを削減す

費

る方法はあるか

効 率

1

 性 ・効率性向上に努

4

めているか 変わらない

節

・使用料などの受益者

 

負担や補助対象事業の

工

範囲など、財源確保の

事

余地はないか

教育効果

請

・効率性を高めるため

負

、各種教材備品の整備

費

を行っている。

評  

1

 価

コメント

振り返り

8

（決算年度の取組み課

節

題）

教育効果を高める

 

ため、各種教材備品の

負

整備を行った。

図書館

担

教育の充実のため、蔵

金

書の整備を行った。

総

補

合学力調査を実施し、

助

基礎・基本の学力定着

及

の確認と今後の指導に

び

活かした。

 

交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費2,469
10節

和

 需用費 2,469

1

 

2節 委託費 0

14節

8

 工事請負費 0

18節

年

 負担金補助及び交付

度

金 0

手数料2,542

当

、備品購入費726、

初

教材備品購入費860

予

、図書購入費2,60

算

0、使
その他 8,45

　

9
用料1,731

ＣＨ

事

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

業

価観点 評価内容

・市民

費

の生命・財産を守るた

の

め市が実施することが

内

必要不可欠な事業であ

訳

るか

・行政内部の管理

主

運営上必要な事業であ

な

るか

必 要 性 ・市が

節

主体となり実施すべき

金

事業か 必要不可欠

・法

額

的な根拠や公的関与の

内

妥当性はあるか

・目的

容

は結果（施策の目指す

7

理想）に結びついてい

節

るか

各種教材備品の整

 

備を行い、教育効果を

 

高めるため

評   価

報

コメント

・事業の成果

償

は上がっているか

・目

費

標に対する達成度は十

1

分か

有 効 性 ・市民

0

生活上の課題解決に貢

節

献しているか 大変有効

 

・行政内部の管理上の

需

課題解決に貢献してい

用

るか

・事業の目的が達

費

成できるような事業内

1

容になっているか

教育

2

効果を高めるため、各

節

種教材備品の整備を行

 

っている。

評   価



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

教育効果を高めるための各種教材備品の整備を行う。 予算の範囲内で教材消耗品、備品、図書の

内

整備を進め

る。総合学

部

力調査の結果を分析し

評

て学力の向上に役立

て

価

る。

外部評価

次年度以

【

降の方向性

外部評価コ

二

メント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下智史

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4270 中学校情報教育事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100302 教育費・中学校費・教育振興費
科目

事業 020000 中学校情報教育事業

事業目的 事業概要・効果 

中学校の教職員に貸与する校務用パソコンや授業で使 中学校の教職員に貸与する校務用パソコンや教育用パ

用するパソコン教室の教育用パソコンの貸借を行う ソコンの賃借及び通信環境の整備修繕等。

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

学校の教職員に貸与する校務用パソコンや授業で使用 校の

内

教職員に貸与する校務

部

用パソコンや授業で使

評

用す

するパソコン教室

価

の教育用パソコンの貸

【

借及び通信環 るパソコ

二

ン教室の教育用パソコ

次

ンの貸借及び通信環境

】

境の整備修繕、学習用

1

一人一台端末の更新等

頁

の整備修繕等

令和 9

令

年度　予定 令和10年

和

度　予定

令和11年度

　

　予定 令和12年度　

８

予定

年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



その他 31,800 0

一般財源 38,116 30,210

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.4

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 940.8

計 2,160.9 3,101.7

市民一人当たりの経費 2.4 0.6

総額 125,242.9 33,311.7

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費177、修繕料3,380
10節 需用費 3,55

内

7

事務機器等保守点検

部

委託料2,826、情

評

報教育支援業務委託料

価

4,079
12節 委

【

託費 6,905

14節

二

 工事請負費 0

学習者

次

用デジタル学習ソフト

】

導入支援事業負担金1

2

,614
18節 負担

頁

金補助及び交付金 1,

指

614

備品購入費、機

 

器賃借料、受信料、シ

標

ステム使用料など11

 

1,006
その他 11

名

1,006

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 123,082 30,210

国庫支出金 53,166 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0



委

務用パソコンの適正維

託

持・整備を図り、情報

費

教育をより一層推進し

1

ている。

評   価

コ

4

メント

・成果を落とさ

節

ずにコストを削減する

 

方法はあるか

効 率 

工

性 ・効率性向上に努め

事

ているか 変わらない

・

請

使用料などの受益者負

負

担や補助対象事業の範

費

囲など、財源確保の余

1

地はないか

教育用パソ

8

コンや校務用パソコン

節

の適正維持・整備を図

 

り、校務や授業等にお

負

いて有効活用している

担

。

評   価

コメント

金

振り返り（決算年度の

補

取組み課題）

教育用パ

助

ソコンや校務用パソコ

及

ンの適正維持・整備を

び

図った。

生徒用タブレ

交

ット端末更新を滞りな

付

く実施した。

 

金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費160
10節 需

和

用費 160

事務機器保

 

守点検委託料1,35

8

6、情報教育支援業務

年

委託料6,605
12

度

節 委託費 7,961

当

14節 工事請負費 0

初

負担金2,000
18

予

節 負担金補助及び交

算

付金 2,000

機器賃

　

借料18,611、役

事

務費・使用料及び賃借

業

料・補償料1,478

費

その他 20,089

Ｃ

の

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

内

評価観点 評価内容

・市

訳

民の生命・財産を守る

主

ため市が実施すること

な

が必要不可欠な事業で

節

あるか

・行政内部の管

金

理運営上必要な事業で

額

あるか

必 要 性 ・市

内

が主体となり実施すべ

容

き事業か 必要不可欠

・

7

法的な根拠や公的関与

節

の妥当性はあるか

・目

 

的は結果（施策の目指

 

す理想）に結びついて

報

いるか

情報教育振興の

償

ために必要不可欠

評 

費

  価

コメント

・事業

1

の成果は上がっている

0

か

・目標に対する達成

節

度は十分か

有 効 性

 

・市民生活上の課題解

需

決に貢献しているか 大

用

変有効

・行政内部の管

費

理上の課題解決に貢献

1

しているか

・事業の目

2

的が達成できるような

節

事業内容になっている

 

か

教育用パソコンや校



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大） 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

情報通信環境を生かした学習を充実させ、AIの活用な 一人一台端末の有効活用を進める。ただ

内

しデジタル偏

ど情報教

部

育の推進を図る。 重の

評

弊害は無いのか、慎重

価

に見極めていく。生成

【

AIに

ついては、市独

二

自のガイドラインをま

次

とめ、学校現場

や保護

】

者の不安の解消に努め

4

る。

外部評価

次年度以

頁

降の方向性

外部評価コ

Ａ

メント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下智史

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3612

事務事業名 4272 中学校国際化教育推進事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100302 教育費・中学校費・教育振興費
科目

事業 030000 中学校国際化教育推進事業

事業目的 事業概要・効果 

生徒の言語や文化の理解の深化、積極的なコミュニケ 市内中学校に国際化教育推進のため外国語指導助手（

ーション態度の育成、聞く・話す・読む・書くの４技 ALT）を派遣する。生徒が直接外国人に接することで

能の基礎能力を向上させ、コミュニケーション能力の 、言語や文化の理解や積極的なコミュニケーション態

内

基礎を養う。 度の育成

部

等、基礎能力を高めて

評

いけるように役立てて

価

いく。

市内の中学生が

【

、海外で自ら体験する

二

ことや、海外か

らの視

次

点で須坂市を見つめる

】

経験を得て、その経験

1

を

自校の生徒に伝える

頁

ことで、バランスの取

令

れた国際感

覚を持つ人

和

材の育成を図る。

ＰＬ

　

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

８

び予定

令和 7年度　

年

実績 令和 8年度　予

度

定

市内中学校、支援学

　

校中学部に国際化教育

行

推進のため 市内中学校

政

、支援学校中学部に国

評

際化教育推進のため

外

価

国語指導助手（ALT

事

)を派遣する。 外国語

業

指導助手（ALT)を

別

派遣する。

令和 9年

シ

度　予定 令和10年度

ー

　予定

令和11年度　

ト

予定 令和12年度　予

実

定

計対象 評価対象



般財源 10,314 10,138

正規職員 0.0 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.0

正規職員 0.0 720.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 470.4 0.0

計 470.4 720.3

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 10,784.4 10,858.3

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

英語指導助手委託料10,314
12節 委託費 10,314

14節 工事請負費 0

18節

内

 負担金補助及び交付

部

金 0

その他 0

評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 10,314 10,138

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一



委

果を落とさずにコスト

託

を削減する方法はある

費

か

効 率 性 ・効率性

1

向上に努めているか 変

4

わらない

・使用料など

節

の受益者負担や補助対

 

象事業の範囲など、財

工

源確保の余地はないか

事

受託先との長期継続契

請

約や、プロポーザル実

負

施により、経費の効率

費

的な運用を図っている

1

。

評   価

コメント

8

振り返り（決算年度の

節

取組み課題）

生徒が直

 

接外国人に接すること

負

で、言語や文化の理解

担

や、積極的なコミュニ

金

ケーション態度の育成

補

等、基礎能力を高めて

助

いけるよう事業を進め

及

た。

び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

英語指導

和

助手委託料10,13

 

8
12節 委託費 10

8

,138

14節 工事

年

請負費 0

18節 負担

度

金補助及び交付金 0

そ

当

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

初

評価

項目 評価観点 評価

予

内容

・市民の生命・財

算

産を守るため市が実施

　

することが必要不可欠

事

な事業であるか

・行政

業

内部の管理運営上必要

費

な事業であるか

必 要

の

 性 ・市が主体となり

内

実施すべき事業か 高い

訳

・法的な根拠や公的関

主

与の妥当性はあるか

・

な

目的は結果（施策の目

節

指す理想）に結びつい

金

ているか

生徒の言語や

額

文化の理解を深め、積

内

極的なコミュニケーシ

容

ョン態度の育成等に必

7

要

評   価

コメント

節

・事業の成果は上がっ

 

ているか

・目標に対す

 

る達成度は十分か

有 

報

効 性 ・市民生活上の

償

課題解決に貢献してい

費

るか 有効

・行政内部の

1

管理上の課題解決に貢

0

献しているか

・事業の

節

目的が達成できるよう

 

な事業内容になってい

需

るか

生徒が直接外国人

用

に接することで、言語

費

や文化の理解や積極的

1

なコミュニケーション

2

能力の育成等、基礎能

節

力

が向上している。
評

 

   価

コメント

・成



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

生徒が直接外国の方に接することで、言語や文化の理 小学校から積み重ねた英語学習の成果とし

内

て、ALTと

解や積極

部

的なコミュニケーショ

評

ン能力向上につなげる

価

リアルにコミュニケー

【

ションできる機会は学

二

習意欲を

。 高める点か

次

らも大切にしたい。

保

】

育園との包括契約によ

4

りALTの配置を効率

頁

的に行う

ように見直し

Ａ

た。（R8）

外部評価

Ｃ

次年度以降の方向性

外

Ｔ

部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下智史

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 8237 特別支援学校管理運営事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100401 教育費・特別支援学校費・特別支援学校費
科目

事業 010000 特別支援学校管理運営事業

事業目的 事業概要・効果 

特別支援学校の維持管理や運営に要する経費で、教育 特別支援学校の維持整備

環境の維持整備を図る。 学校運営に要する経費の支出

教育環境の維持整備

 

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

特別支援学校の維持整備、学校運営に要する経費の支 特別支援学校の維持整備、学

内

校運営に要する経費の

部

支

出、教育環境の維持

評

整備 出、教育環境の維

価

持整備

令和 9年度　

【

予定 令和10年度　予

二

定

令和11年度　予定

次

令和12年度　予定

】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



他 5,441 2,411

一般財源 12,958 9,320

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.5 0.5
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.1

正規職員 720.3 720.3

人　員 会計年度（フル） 2,333.0 2,333.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 235.2

計 3,053.3 3,288.5

市民一人当たりの経費 0.4 0.3

総額 23,286.3 15,019.5

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費、燃料費、食糧費、修繕料、医薬材料費1,

内

931
10節 需用費

部

1,931

警備保障委

評

託料150、保守点検

価

委託料76、情報教育

【

支援業務委託料1,0

二

20
12節 委託費 1

次

,246
 

14節 工

】

事請負費 0

教科研究会

2

負担金外130、統合

頁

型公務支援システム負

指

担金339
18節 負

 

担金補助及び交付金 4

標

69

報酬・給料・職員

 

手当・共済費、備品購

名

入費、機器賃借料、そ

算

の他16,587
その

　

他 16,587

　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 20,233 11,731

国庫支出金 1,834 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その



委

の課題解決に貢献して

託

いるか 大変有効

・行政

費

内部の管理上の課題解

1

決に貢献しているか

・

4

事業の目的が達成でき

節

るような事業内容にな

 

っているか

「地域の子

工

どもは地域で育てる」

事

の理念に基づき、学校

請

の適切な管理を行い特

負

別支援教育の充実を図

費

っている

。
評   価

1

コメント

・成果を落と

8

さずにコストを削減す

節

る方法はあるか

効 率

 

 性 ・効率性向上に努

負

めているか 変わらない

担

・使用料などの受益者

金

負担や補助対象事業の

補

範囲など、財源確保の

助

余地はないか

学校の設

及

備の状況等、教育的な

び

要望を十分把握し効率

交

的な管理運営に努めて

付

いる。

評   価

コメ

金

ント

振り返り（決算年

そ

度の取組み課題）

「地

の

域の子どもは地域で育

他

てる」の理念に向け、

Ｃ

支援学校の教育充実や

Ｈ

環境整備等の管理運営

Ｅ

を行った。

ＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費、燃料費、食糧費

和

、修繕料、医薬材料費

 

1,914
10節 需

8

用費 1,914

警備保

年

障委託料159、事務

度

機器保守点検委託料等

当

1169
12節 委託

初

費 1,328

14節 

予

工事請負費 0

教科研究

算

会負担金152、統合

　

型公務支援システム負

事

担金339
18節 負

業

担金補助及び交付金 4

費

91

報酬・給料・職員

の

手当・共済費・備品購

内

入費・機器賃借料・そ

訳

の他7,998
その他

主

7,998

ＣＨＥＣＫ

な

個別評価

項目 評価観点

節

評価内容

・市民の生命

金

・財産を守るため市が

額

実施することが必要不

内

可欠な事業であるか

・

容

行政内部の管理運営上

7

必要な事業であるか

必

節

 要 性 ・市が主体と

 

なり実施すべき事業か

 

必要不可欠

・法的な根

報

拠や公的関与の妥当性

償

はあるか

・目的は結果

費

（施策の目指す理想）

1

に結びついているか

「

0

地域の子どもは地域で

節

育てる」の理念に基づ

 

き、学校の適切な管理

需

を行い特別支援教育の

用

充実を図るため必

要不

費

可欠
評   価

コメン

1

ト

・事業の成果は上が

2

っているか

・目標に対

節

する達成度は十分か

有

 

 効 性 ・市民生活上



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

学校の適切な管理を行い、特別支援教育の充実を図っ 須坂支援学校が特別支援教育のセンター的役

内

割を担う

た。 ため、発

部

達検査等をサポートす

評

る市費講師を配置して

価

いたが、発達検査等が

【

実施できる指導主事の

二

任用によ

り、市費講師

次

を減員し、教委と一体

】

となって特別支援

教育

4

を支える。

外部評価

次

頁

年度以降の方向性

外部

Ａ

評価コメント

ＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下智史

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3613

事務事業名 4273 健康管理事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100701 教育費・保健体育費・保健体育総務費
科目

事業 020000 健康管理事業

事業目的 事業概要・効果 

学校保健安全法に基づき、健康に疾患を有する児童 学校は、大勢の児童生徒が学び、集団生活をする場

・生徒及び学校職員を可及的早期に発見し、健康の保 として、安全で有意義な学校生活が送れる環境が必要

持促進を図るため、健康診断、その他学校保健に必要 である。さらに、児童･生徒・教職員の健康の保持増

な予防対策を講じる。 進は

内

、学校教育における学

部

習能率の基礎となり、

評

学校

教育の円滑な実施

価

とその成果につながる

【

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

二

実績及び予定

令和 7

次

年度　実績 令和 8年

】

度　予定

健康診断、そ

1

の他学校保健に必要な

頁

予防対策の実施 健康診

令

断、その他学校保健に

和

必要な予防対策の実施

　

令和 9年度　予定 令

８

和10年度　予定

令和

年

11年度　予定 令和1

度

2年度　予定

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



一般財源 25,000 26,447

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 2,396.1 2,396.1

市民一人当たりの経費 0.5 0.6

総額 27,465.1 28,843.1

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

医師等謝礼1,362
7節  報償費 1,362

医薬材料費86
10節 需用費 86

検査委託料7

内

,541
12節 委託

部

費 7,541

14節 

評

工事請負費 0

学校医会

価

負担金20、ストレス

【

チェック負担金63
1

二

8節 負担金補助及び

次

交付金 83
 

報酬・機

】

器賃借料ほか15,9

2

97
その他 15,99

頁

7

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 25,069 26,447

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 69 0



委

ているか

・事業の目的

託

が達成できるような事

費

業内容になっているか

1

児童・生徒、教職員の

4

疾病の早期発見及び健

節

康管理の推進が図られ

 

た。

評   価

コメン

工

ト

・成果を落とさずに

事

コストを削減する方法

請

はあるか

効 率 性 ・

負

効率性向上に努めてい

費

るか 変わらない

・使用

1

料などの受益者負担や

8

補助対象事業の範囲な

節

ど、財源確保の余地は

 

ないか

医師、検査機関

負

、学校が連携を取り合

担

い効率的に実施できる

金

ようにしている。

評 

補

  価

コメント

振り返

助

り（決算年度の取組み

及

課題）

生活習慣病検査

び

において、指導が必要

交

な児童・生徒には養護

付

教諭が食事、運動、生

金

活等の指導を行い、健

そ

康の増進に努め

ている

の

。

他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

医師等謝礼1,504

令

7節  報償費 1,5

和

04

食糧費・医薬材料

 

費95
10節 需用費

8

95

検査委託料8,6

年

00
12節 委託費 8

度

,600

14節 工事

当

請負費 0

学校医会負担

初

金・結核対策委員会負

予

担金82
18節 負担

算

金補助及び交付金 82

　

機器賃借料、備品購入

事

費ほか16,166
そ

業

の他 16,166

ＣＨ

費

ＥＣＫ

個別評価

項目 評

の

価観点 評価内容

・市民

内

の生命・財産を守るた

訳

め市が実施することが

主

必要不可欠な事業であ

な

るか

・行政内部の管理

節

運営上必要な事業であ

金

るか

必 要 性 ・市が

額

主体となり実施すべき

内

事業か 必要不可欠

・法

容

的な根拠や公的関与の

7

妥当性はあるか

・目的

節

は結果（施策の目指す

 

理想）に結びついてい

 

るか

児童・生徒、教職

報

員の健康の保持増進は

償

学校教育における学習

費

能力の基礎となり、学

1

校教育の円滑な実施と

0

そ

の成果につながるた

節

め必要不可欠。
評  

 

 価

コメント

・事業の

需

成果は上がっているか

用

・目標に対する達成度

費

は十分か

有 効 性 ・

1

市民生活上の課題解決

2

に貢献しているか 大変

節

有効

・行政内部の管理

 

上の課題解決に貢献し



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

学校保健安全法に基づき、健康に疾患を有する児童・ 疾患を有する児童生徒の発見により、学校

内

活動におけ

生徒及び学

部

校職員を可及的早期に

評

発見し、健康の保持 る

価

健康被害の未然防止と

【

、早期治療につなげる

二

。また

促進を図るため

次

、健康診断、その他学

】

校保健に必要な 、デー

4

タの蓄積により児童生

頁

徒の健康状況の傾向を

Ａ

把

予防対策を講じる。

Ｃ

握し、改善対策や意識

Ｔ

啓発の根拠として活用

Ｉ

する。

外部評価

次年度

Ｏ

以降の方向性

外部評価

Ｎ

コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 山下智史

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3615

事務事業名 4274 学校保健事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100701 教育費・保健体育費・保健体育総務費
科目

事業 030000 学校保健事業

事業目的 事業概要・効果 

学校内の環境衛生を整え、伝染病予防等を図る。 学校では児童･生徒等の災害を起こさないことが肝心

また、学校管理下における児童・生徒の災害（負傷・ であるため、学校の環境衛生を整えるなど安全管理

疾病等）時に必要な給付が受けられるようにする。 部分を充実させ、学校が教育の場として、また多数の

児童･生徒が集団生活をする場

内

にふさわしく最も健康

部

・安全に適した場所と

評

なるようにする

ＰＬＡ

価

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

【

予定

令和 7年度　実

二

績 令和 8年度　予定

次

学校内の環境衛生整備

】

、伝染病予防等の啓発

1

等の実施 学校内の環境

頁

衛生整備、伝染病予防

令

等の啓発等の実施

学校

和

管理下における児童・

　

生徒の災害（負傷・疾

８

病等 学校管理下におけ

年

る児童・生徒の災害（

度

負傷・疾病等

）時に必

　

要な給付手続きの実施

行

）時に必要な給付手続

政

きの実施

令和 9年度

評

　予定 令和10年度　

価

予定

令和11年度　予

事

定 令和12年度　予定

業別シート

実計対象 評価対象



財源 9,136 8,439

正規職員 0.3 0.3
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.1

正規職員 2,160.9 2,160.9

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 235.2 235.2

計 2,396.1 2,396.1

市民一人当たりの経費 0.2 0.2

総額 11,583.1 10,835.1

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費・印刷製本費・医薬材料費3664
10節 需用費 3,664

12節 委託費 0

内

14節 工事請負費 0

部

日本スポーツ振興セン

評

ター共済掛金負担金3

価

,369、県都市学校

【

保健会負担
18節 負

二

担金補助及び交付金 3

次

,425
金56

手数料

】

、備品購入費ほか2,

2

098
その他 2,09

頁

8

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 9,187 8,439

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 51 0

一般



委

上の課題解決に貢献し

託

ているか

・事業の目的

費

が達成できるような事

1

業内容になっているか

4

学校では児童・生徒の

節

災害（負傷・疾病等）

 

を未然に防止すること

工

が肝心であるため、学

事

校の環境衛生を整え

る

請

など安全管理部分を充

負

実させ、学校が教育の

費

場として、また多数の

1

児童・生徒が集団生活

8

をする場にふさわ
評 

節

  価
しく最も健康・

 

安全に適した場所とな

負

るようにする。
コメン

担

ト

・成果を落とさずに

金

コストを削減する方法

補

はあるか

効 率 性 ・

助

効率性向上に努めてい

及

るか 変わらない

・使用

び

料などの受益者負担や

交

補助対象事業の範囲な

付

ど、財源確保の余地は

金

ないか

児童・生徒の保

そ

健衛生の保持及び災害

の

共済の給付を適切に実

他

施している。

評   

Ｃ

価

コメント

振り返り（

Ｈ

決算年度の取組み課題

Ｅ

）

児童・生徒の保健衛

Ｃ

生の保持及び災害共済

Ｋ

の給付を適切に実施す

個

ることができた。

別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費・印刷製本費・医

和

薬材料費3675
10

 

節 需用費 3,675

8

12節 委託費 0

14

年

節 工事請負費 0

日本

度

スポーツ振興センター

当

共済掛金負担金3,3

初

78、県都市学校保健

予

会負担
18節 負担金

算

補助及び交付金 3,4

　

35
金57

手数料・備

事

品購入費1,329
そ

業

の他 1,329

ＣＨＥ

費

ＣＫ

個別評価

項目 評価

の

観点 評価内容

・市民の

内

生命・財産を守るため

訳

市が実施することが必

主

要不可欠な事業である

な

か

・行政内部の管理運

節

営上必要な事業である

金

か

必 要 性 ・市が主

額

体となり実施すべき事

内

業か 必要不可欠

・法的

容

な根拠や公的関与の妥

7

当性はあるか

・目的は

節

結果（施策の目指す理

 

想）に結びついている

 

か

学校内の環境衛生を

報

整え、伝染病予防等を

償

図る。また、学校管理

費

下における児童・生徒

1

の災害時（負傷・疾病

0

等）に必要な給付を受

節

けられるようにするた

 

め必要不可欠。
評  

需

 価

コメント

・事業の

用

成果は上がっているか

費

・目標に対する達成度

1

は十分か

有 効 性 ・

2

市民生活上の課題解決

節

に貢献しているか 大変

 

有効

・行政内部の管理



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

児童・生徒の保健衛生の保持及び災害共済の給付を適 学校活動に伴うけが等の災害に対して、適

内

切に共済金

切に実施し

部

ていく。 を給付すると

評

ともに、学校活動にお

価

ける事故の発生状

況を

【

学校現場と共有し、事

二

故の発生抑止を進める

次

。

外部評価

次年度以降

】

の方向性

外部評価コメ

4

ント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 村石孝子

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 246-2104

事務事業名 4276 学校給食センター管理事業

所　　属 300100 教育委員会事務局・学校教育課

施　　策 03021000 特色ある教育の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100704 教育費・保健体育費・学校給食費
科目

事業 020000 学校給食センター管理事業

事業目的 事業概要・効果 

安全でおいしく、ていねいに真心のこもった学校給食 「須坂市学校給食センター食育活動」の目標に沿って

を提供するとともに、学校給食をとおして児童生徒の 学校と連携を図り、児童生徒への食育を計画的に進め

食育推進を図る。 る。

　また、地域食材の活用や行事食献立等を通して、地

域や食文化などを知る

内

機会とする。

ＰＬＡＮ

部

－ＤＯ

年度実績及び予

評

定

令和 7年度　実績

価

令和 8年度　予定

「

【

須坂市学校給食センタ

二

ー食育活動」の目標に

次

沿って 「須坂市学校給

】

食センター食育活動」

1

の目標に沿って

学校と

頁

児童生徒への食育を計

令

画的に進めた。地域食

和

材 学校と児童生徒への

　

食育を計画的に進める

８

。地域食材

の活用や行

年

事献立等を通して、地

度

域や食文化を知る機 の

　

活用や行事献立等を通

行

して、地域や食文化を

政

知る機

会とした。「つ

評

ながる食育推進事業」

価

のさらなる展開 会とす

事

る。「つながる食育推

業

進事業」のさらなる展

別

開

を図った。食物アレ

シ

ルギー対応食の提供を

ー

行った。 を図る。食物

ト

アレルギー対応食の提

実

供を行う。

令和 9年

計

度　予定 令和10年度

対

　予定

令和11年度　

象

予定 令和12年度　予

評

定

価対象



用する

の 理 由  

最終年度 2019年（R元）度実績と同じ割合

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 563,390 595,560

国庫支出金 0 60,433

特 定 都道府県支出金 0 128,128

財 源 地方債 0 0

その他 131,678 95,365

一般財源 431,712 311,634

正規職員 2.0 2.0

内

人員数
会計年度（フル

部

） 1.0 0.0
（人）

評

会計年度（パート） 2

価

.3 4.0

正規職員 1

【

4,406.0 14,

二

406.0

人　員 会計

次

年度（フル） 4,66

】

6.0 0.0

コスト 会

2

計年度（パート） 5,

頁

409.6 9,408

指

.0

計 24,481.

 

6 23,814.0

市

標

民一人当たりの経費 1

 

1.2 11.8

総額 5

名

87,871.6 61

算

9,374.0

（単位

　

：千円）

令和 7年度

　

決算　事業費の内訳

主

式

な節 金額 内容

PFI相

単

談謝礼30
7節  報

位

償費 30

賄材料費26

年

7,825、燃料費4

　

9、光熱水費55,5

　

57、その他1,45

度

0
10節 需用費 32

令

4,881

生ごみ処理

和

552、衛生管理アド

 

バイザリー業務863

8

、
12節 委託費 22

年

2,743
維持管理運

度

営業221,328 

令

14節 工事請負費 0

和

県栄養士部会負担金1

 

6 、学校給食費管理

9

システム1,288
1

年

8節 負担金補助及び

度

交付金 1,305
 

機

令

器賃借料等795、役

和

務費2,561、その

1

他11,075
その他

0

14,431

年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 学校給食県産農産物利用状況調査

算　　式 県内産食品数÷全食品数×100（6月・11月率平均） 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 学校給食における県内産農産物利用率（全県・食材数ベース）

の 理 由 長野県学校給食県産農産物利用状況調査における県平均値を目標値とし、利用促進を図る

最終年度

目標の根拠

指 標 名 地産地消の推進

算　　式 野菜・果物　　　市内産購入量（kg）÷全体購入量（kg）×100 単位 ％

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 市内産農産物を学校給食で出来るだけ多く利



委

成果は上がっているか

託

・目標に対する達成度

費

は十分か

有 効 性 ・

1

市民生活上の課題解決

4

に貢献しているか 有効

節

・行政内部の管理上の

 

課題解決に貢献してい

工

るか

・事業の目的が達

事

成できるような事業内

請

容になっているか

食物

負

アレルギー対応食の提

費

供を行った。新小学1

1

年生の対応として、2

8

025年2026年は

節

7月から対応食の提供

 

がで

きるようにし、2

負

027年は６月から対

担

応食が提供できるよう

金

に、マニュアル等の改

補

正と周知を行った。
評

助

   価

コメント

・成

及

果を落とさずにコスト

び

を削減する方法はある

交

か

効 率 性 ・効率性

付

向上に努めているか や

金

や向上

・使用料などの

そ

受益者負担や補助対象

の

事業の範囲など、財源

他

確保の余地はないか

省

Ｃ

エネに務めると共に、

Ｈ

施設の能力を最大限活

Ｅ

用した給食の提供に引

Ｃ

き続き取り組んだ。農

Ｋ

林課と連携した取

組で

個

、果物の市内産の利用

別

率は向上した。交付金

評

の活用など、保護者負

価

担額の削減に取り組ん

項

だ。
評   価

コメン

目

ト

振り返り（決算年度

評

の取組み課題）

現在の

価

学校給食センターは稼

観

働５年目となり、昨年

点

度に引き続きセンター

評

見学と給食の試食提供

価

を行った。日々の調理

内

業

務を滞りなく実施す

容

るとともに、事業者よ

・

り除草などの近隣の美

市

化にも取り組めた。果

民

物をおかずの４品目と

の

して提供す

る取組も行

生

い、栄養価のほか施設

命

の有効活用についての

・

改善をはかる取り組を

財

行っている。

産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

PFI相談謝礼100

令

、その他5
7節  報

和

償費 105

賄材料費2

 

88,443、燃料費

8

65,光熱費56,5

年

20、修繕料100、

度

その他1,505
10

当

節 需用費 346,5

初

33

生ごみ処理550

予

、衛生管理アドバイザ

算

リー業務960、
12

　

節 委託費 231,7

事

61
維持管理運営業務

業

230,251

14節

費

 工事請負費 0

県栄養

の

士部会負担金16、学

内

校給食費管理システム

訳

導入負担金1,289

主

、
18節 負担金補助

な

及び交付金 1,335

節

食物アレルギー等会議

金

出席負担金30

機器賃

額

借料627、役務費3

内

,293、その他11

容

,906
その他 15,

7

826

ＣＨＥＣＫ

個別

節

評価

項目 評価観点 評価

 

内容

・市民の生命・財

 

産を守るため市が実施

報

することが必要不可欠

償

な事業であるか

・行政

費

内部の管理運営上必要

1

な事業であるか

必 要

0

 性 ・市が主体となり

節

実施すべき事業か 必要

 

不可欠

・法的な根拠や

需

公的関与の妥当性はあ

用

るか

・目的は結果（施

費

策の目指す理想）に結

1

びついているか

学校給

2

食法の規定により必要

節

不可欠である。

評  

 

 価

コメント

・事業の



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

学校給食法に基づき安全で安心な給食の提供と食育の 地元の生産者や関係機関の協力を得ながら

内

食育に力を

推進を諮る

部

。 入れていく。行事食

評

やイベント食を積極的

価

にPRして、

児童生徒

【

からの評価が高い学校

二

給食の質の高さを周知

次

する。小学校の給食費

】

無償化に伴う非喫食者

4

への対応

について検討

頁

を進める。

外部評価

次

Ａ

年度以降の方向性

外部

Ｃ

評価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 佐藤　陽

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3620

事務事業名 4298 健全育成推進事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03021100 家庭や地域社会で輝く子どもの育成

会計 01 一般会計
予算

科目 100606 教育費・社会教育費・児童青少年総合対策費
科目

事業 010000 健全育成推進事業

事業目的 事業概要・効果 

未来を担う児童・青少年が自主性や社会性、協調性を 家庭・地域の教育力を向上させるため保護者など大人

身につけ、個性豊かにたくましく成長するため、子ど を対象にした「子育てセミナー」を開催。

も会・育成会を中心とする地域活動を支援し、子育て 子どもの手による子ども会活動及び各町育成会の活動

セミ

内

ナーの開催等により、

部

家庭教育力の向上を図

評

る。 を支援。

子ども会

価

リーダー養成研修会を

【

開催し、地域子ども会

二

のリーダー（子ども会

次

の役員など）となり、

】

須坂市の

将来を担う子

1

どもたちを養成する。

頁

児童を対象としたドッ

令

チビー交流会を開催。

和

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

　

績及び予定

令和 7年

８

度　実績 令和 8年度

年

　予定

子育てセミナー

度

、子ども会リーダー養

　

成研修会、子ど 子育て

行

セミナー、子ども会リ

政

ーダー養成研修会、子

評

ど

もスポーツフェステ

価

ィバル（ドッチビー交

事

流会）、健 もスポーツ

業

フェスティバル（ドッ

別

チビー交流会)、健

全

シ

育成研修会、自然体験

ー

事業の開催 全育成研修

ト

会等の開催

令和 9年

実

度　予定 令和10年度

計

　予定

令和11年度　

対

予定 令和12年度　予

象

定

評価対象



 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 15,311 10,959

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 40 0

一般財源 15,271 10,959

正規職員 0.9 0.9
人員数

会計年度（フル） 0.8 0.5
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.0

正規職員 6,482.7 6,482.7

人　員 会計年度（フル） 3,732.8 2,333.0

コスト 会計

内

年度（パート） 235

部

.2 0.0

計 10,4

評

50.7 8,815.

価

7

市民一人当たりの経

【

費 0.5 0.4

総額 2

二

5,761.7 19,

次

774.7

（単位：千

】

円）

令和 7年度決算

2

　事業費の内訳

主な節

頁

金額 内容

子育てセミナ

指

ー等講師謝礼190、

 

健全育成研修会講師手

標

土産代2
7節  報償

 

費 192
 

消耗品費6

名

0、食糧費12、印刷

算

費製本費53
10節 

　

需用費 125

自然体験

　

事業運営委託料484

式

12節 委託費 484

単

14節 工事請負費 0

位

長野県子ども会育成連

年

合会及び長野地方子ど

　

も会育成連絡協議会負

　

担金18
18節 負担

度

金補助及び交付金 5,

令

420
4、育成会活動

和

交付金5,236

人件

 

費8,835、旅費6

8

3、通信運搬費（郵便

年

料）192
その他 9,

度

090

令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 子育てセミナーの開催件数

算　　式 年間件数 単位 件

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 40 40 40 40 40
目 標 値

実 績

指標選定 地域の自主的な開催を支援し、子育てに関わる気運の醸成を図る。

の 理 由

最終年度 少子化により子育て世帯が減少する中で、ニーズに沿ったテーマ設定をし、各町育成会や幼保認定こども園等

目標の根拠 多くの場で多くの方に聴講いただけるよう現状を維持する。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和



委

いるか 普通

・行政内部

託

の管理上の課題解決に

費

貢献しているか

・事業

1

の目的が達成できるよ

4

うな事業内容になって

節

いるか

子どもの体験活

 

動や、地域及び家庭の

工

子育を手助けする事業

事

の継続が必要。

評  

請

 価

コメント

・成果を

負

落とさずにコストを削

費

減する方法はあるか

効

1

 率 性 ・効率性向上

8

に努めているか やや向

節

上

・使用料などの受益

 

者負担や補助対象事業

負

の範囲など、財源確保

担

の余地はないか

社会情

金

勢の変化に合わせ事業

補

の見直しをいている。

助

既存の事業についても

及

、他の助成制度への切

び

替等を検討。

評   

交

価

コメント

振り返り（

付

決算年度の取組み課題

金

）

「家庭の日」作文・

そ

ポスター募集の終了を

の

決定した。

社会情勢と

他

受講者のニーズに沿っ

Ｃ

たメニューとなるよう

Ｈ

、子育てセミナーの登

Ｅ

録講師の入替を進めた

Ｃ

。

Ｋ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

子育てセミナー等講師

令

謝礼250、健全育成

和

研修会講師謝礼30
7

 

節  報償費 280

消

8

耗品費90、印刷製本

年

費53
10節 需用費

度

143

12節 委託費

当

0

14節 工事請負費

初

0

長野県子ども会育成

予

連合会及び長野地方子

算

ども会育成連絡協議会

　

186、運
18節 負

事

担金補助及び交付金 5

業

,598
動施設補助金

費

0、育成会活動交付金

の

5,412

委員報酬4

内

3、人件費4,658

訳

、通信運搬費（郵便料

主

）200、旅費37
そ

な

の他 4,938

ＣＨＥ

節

ＣＫ

個別評価

項目 評価

金

観点 評価内容

・市民の

額

生命・財産を守るため

内

市が実施することが必

容

要不可欠な事業である

7

か

・行政内部の管理運

節

営上必要な事業である

 

か

必 要 性 ・市が主

 

体となり実施すべき事

報

業か 高い

・法的な根拠

償

や公的関与の妥当性は

費

あるか

・目的は結果（

1

施策の目指す理想）に

0

結びついているか

学校

節

以外の地域や家庭で、

 

子ども達が体験を通し

需

て学ぶ機会は大切であ

用

る。

評   価

コメン

費

ト

・事業の成果は上が

1

っているか

・目標に対

2

する達成度は十分か

有

節

 効 性 ・市民生活上

 

の課題解決に貢献して



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

2025年度から「家庭の日」作文・ポスターの作品募集 前例踏襲型の事業については見直しを進め

内

る。子育て

を終了し、

部

自然体験事業は202

評

5年度をもって市の委

価

託 セミナーについては

【

、講師陣も内容も非常

二

に充実して

事業を終了

次

した。今後、子育てセ

】

ミナーなど他の事業 い

4

ることから、積極的に

頁

活用を呼び掛けていく

Ａ

。

についても社会情勢

Ｃ

と受講者のニーズに沿

Ｔ

った見直し

を検討する

Ｉ

。

外部評価

次年度以降

Ｏ

の方向性

外部評価コメ

Ｎ

ント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 7年度　実績 令和 8年度　予定

令和 9年度　予定 令和10年度　予定

令和11年度　予定 令和12年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 佐藤　陽

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3620

事務事業名 4300 児童青少年育成センター事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 03021100 家庭や地域社会で輝く子どもの育成

会計 01 一般会計
予算

科目 100606 教育費・社会教育費・児童青少年総合対策費
科目

事業 030000 児童青少年育成センター事業

事業目的 事業概要・効果 

育成委員を中心とする街頭巡視補導活動を通して児童 「地域の子どもたちは地域で守り育てる」地域から選

・青少年が非行に走らないよう予防活動に努める。ま 出された児童青少年育成委員による街頭巡視補導活動

た、環境浄化活動の一環として、有害図書等自動販売 で、子どもたちへ「愛の

内

声かけ」を積極的に行

部

い、登

機、酒類・たば

評

この販売方法等有害な

価

環境のチェック 下校時

【

等の子どもたちを見守

二

るとともに、非行の未

次

然

活動と商店等へ改善

】

をお願いをする。 防止

1

に努める。

児童青少年

頁

育成委員会「善行賞」

令

表彰を通じ、地域の

子

和

どもたちが取り組んで

　

いる善い行い（活動）

８

に対し

て大人がしっか

年

りと褒めることで、子

度

どもたちの活動

意欲向

　

上につなげる。

ＰＬＡ

行

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

政

予定

令和 7年度　実

評

績 令和 8年度　予定

価

育成委員による街頭巡

事

視補導活動、各種研修

業

会及び大 育成委員によ

別

る街頭巡視補導活動、

シ

各種研修会及び大

会等

ー

への参加、善行賞の選

ト

定及び表彰 会等への参

実

加、善行賞の選定及び

計

表彰

育成委員の人数削

対

減及び活動内容の見直

象

しの試行  

令和 9年

評

度　予定 令和10年度

価

　予定

令和11年度　

対

予定 令和12年度　予

象

定



 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費 899 1,234

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 899 1,234

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.1 0.2
（人）

会計年度（パート） 0.1 0.0

正規職員 3,601.5 3,601.5

人　員 会計年度（フル） 466.6 933.2

コスト 会計年度（パート） 235.2 0.0

計 4,303.3 4,534.7

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 5,202

内

.3 5,768.7

（

部

単位：千円）

令和 7

評

年度決算　事業費の内

価

訳

主な節 金額 内容

育成

【

委員巡回活動謝礼73

二

0
7節  報償費 73

次

0

消耗品費26、会議

】

等茶代15
10節 需

2

用費 41

12節 委託

頁

費 0

14節 工事請負

指

費 0

県補導関係２団体

 

会費及び研修会等参加

標

負担金35、活動団体

 

補助金15
18節 負

名

担金補助及び交付金 5

算

0

旅費12、育成委員

　

保険料66
その他 78

　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 7年度 令和 8年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 7年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 児童青少年育成委員会善行賞の表彰件数

算　　式 年間表彰数 単位 件

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標 2 2 2 2 2
目 標 値

実 績

指標選定 地域で頑張っている子どもたちを表彰し、自己肯定感の高揚に繋げる。

の 理 由

最終年度 育成会、学校等にも広く周知し、より多くの子どもたちを表彰したい。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 8年度 令和 9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理



委

市民生活上の課題解決

託

に貢献しているか 普通

費

・行政内部の管理上の

1

課題解決に貢献してい

4

るか

・事業の目的が達

節

成できるような事業内

 

容になっているか

防犯

工

パトロールによる効果

事

は、直ちに目に見えた

請

成果が顕れるものでは

負

ない。外出を控えてい

費

た子どもや若者

が町に

1

戻り、巡回の際、積極

8

的に「愛の声がけ」を

節

実施している。
評  

 

 価

コメント

・成果を

負

落とさずにコストを削

担

減する方法はあるか

効

金

 率 性 ・効率性向上

補

に努めているか やや向

助

上

・使用料などの受益

及

者負担や補助対象事業

び

の範囲など、財源確保

交

の余地はないか

202

付

6年４月に就任する次

金

期育成委員の人数を、

そ

83人から58人に削

の

減した。活動の単位で

他

ある小学校ブロック毎

Ｃ

に年間計画を策定し、

Ｈ

巡回活動回数を、年1

Ｅ

1回から７回程度とし

Ｃ

た。
評   価

コメン

Ｋ

ト

振り返り（決算年度

個

の取組み課題）

育成委

別

員の人数削減について

評

は、真に必要な地域の

価

削減につながらなかっ

項

た。今期の任期中に次

目

期改選に向け、削減に

評

取

組む。

子ども食堂に

価

ボランティアとして参

観

加する中学生への善行

点

賞表彰は、今までにな

評

い類型の表彰だったが

価

、今後も子どもや

若者

内

が主体的に取組む活動

容

に対し積極的に表彰し

・

たい。

市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 8

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

研修会講師謝礼8、育

令

成委員巡回活動謝礼7

和

46、記念品代25
7

 

節  報償費 779

消

8

耗品費50
10節 需

年

用費 50

健全育成啓発

度

看板整備委託料50
1

当

2節 委託費 50

健全

初

育成啓発看板移設工事

予

99
14節 工事請負

算

費 99

県補導関係２団

　

体会費及び研修会等参

事

加負担金96、活動団

業

体補助金65
18節 

費

負担金補助及び交付金

の

161

旅費42、育成

内

委員保険料53
その他

訳

95

ＣＨＥＣＫ

個別評

主

価

項目 評価観点 評価内

な

容

・市民の生命・財産

節

を守るため市が実施す

金

ることが必要不可欠な

額

事業であるか

・行政内

内

部の管理運営上必要な

容

事業であるか

必 要 

7

性 ・市が主体となり実

節

施すべき事業か 高い

・

 

法的な根拠や公的関与

 

の妥当性はあるか

・目

報

的は結果（施策の目指

償

す理想）に結びついて

費

いるか

育成委員による

1

子どもや若者を見守る

0

ための巡回活動は、地

節

域の防犯の観点からも

 

必要性が高い。

イオン

需

モール須坂の開業以降

用

、同施設内での巡回活

費

動を開始した。
評  

1

 価

コメント

・事業の

2

成果は上がっているか

節

・目標に対する達成度

 

は十分か

有 効 性 ・



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 抜本的見直し（縮小） 次年度以降の方向性 簡易な改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

2028年４月改選に向けて更なる委員数の削減や、社会 少子化と子どもを取り巻く環境の変化に

内

合わせて、児

情勢・子

部

供たちの生活様式の変

評

化に対応した育成委員

価

童青少年育成センター

【

の活動内容を見直して

二

いく。善

活動の見直し

次

に引き続き取り組む。

】

行賞のような、子ども

4

達の自己肯定感を高め

頁

る取り組

みは積極的に

Ａ

実施していく。

外部評

Ｃ

価

次年度以降の方向性

Ｔ

外部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


